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話題提供

平成25年5月23日

日本大学工学部

岩城 一郎

復興庁
「頑健で高い回復力を持った社会基盤(ｼｽﾃﾑ)の導入で先進する社会」

に関する懇談会

高度経済成長期よりも迅速に！阪神淡路大震災よりも広域に！
ひと・もの・かねの制約下での復興インフラの長寿命化

具体策

• 既存のシステム（山口県における施工状況把握）＆品質評価シ
ステムの融合による構造物の品質／性能確保

• 既存の枠にとらわれない新技術の導入（パラダイムシフト）

効果

• 有事から標準へ，東北から全国・海外へ，仕様規定型から性能
評価型システムへ

持続可能な課題解決策

• インフラの町医者とスーパードクターの養成

• 全国インフラ長寿命化ネットワーク構想（垂直型から水平型へ）

• マスコミとの信頼関係に基づく情報発信→国民の理解と信頼

• 市民との協働によるインフラ整備の実現（市民の無関心を関心
，そして愛着へ）→Civil Engineeringの原点回帰

復興から始まる新しい日本の創造
～復興インフラの長寿命化を目指して～

win2000_06
タイプライターテキスト

win2000_06
タイプライターテキスト

win2000_06
タイプライターテキスト
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山口県の品質確保システムの復興道路への応用と波及効果

(1) 各プレーヤーの協働
(2) データベースに基づくPDCAサイクル
(3) 施工の基本事項の遵守

示方書，仕様書，マニュアルに
施工の膨大なノウハウが記載

多くの現場で達成されていない

復興道路の品質確保への応用

・施工時に生じる不具合の激減，
緻密なかぶりの達成，かぶり厚の確保

応用する理由
(1) 即効性
(2)  協働意識を皆が持ち，楽しく取り組める
(3)  全国からの技術者，研究者の参画

山口県の品質確保システムの本質

・人財育成，技術力の向上
・温度ひび割れの抑制

効果

山口県は，施工の基本事項の遵守を
システムとして達成している

乖離

環境作用の厳しい
東北で，耐久性確保

のために不可欠

我が国の実情

効果：品質確保と地域活性化
(1) 技術力の向上，伝承
(2) お祭り的なポジティブエネルギーの誕生
(3) 県市町への波及効果

復興道路の高耐久化のためのPDCAシステムとデータベース

山口県のデータベースを核としたPDCA品質確保システム

システムの特長
(1) 施工の基本事項が遵守されている
(2)  質の高いデータの官学連携による分析
(3)  設計へのフィードバック
(4) データベースの活用により，数値解析に

頼らずに温度ひび割れ抑制を達成
(5) 構造物の初期データが取得され，

本物のカルテを構築する足がかりとなる

システムの波及効果
(1)  発注者の技術力の向上
(2)  各プレーヤーの役割の明確化と協働
(3) 学会の活性化，目指すべきビジョンの

明確化

復興道路の品質確保への応用

良質な材料を確保できない場合，
施工の基本事項の遵守だけでは

品質確保を達成できない

簡易な目視評価法や，表面吸水試験
などで実際の品質を確認（Check）

表面吸水試験

厳しい環境作用で耐久性を発揮するための
かぶりの品質確保を達成するための，
復興道路用の簡易なデータベースを構築
（材料の詳細情報，養生などの施工の工夫）

（コンクリート工学の最前線の研究者，
研究資源をフル活用）
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（従来型品質確保）
良質な材料使用を前提とした
設計，施工，維持管理体系．

設計で決められた構造諸元およ
び立案された施工計画を前提とし
て，それを実現するための材料
性能・品質が求められる．

（復興コンクリート品質確保）
良質な骨材（砂）不足→

利用可能な材料を前提とした設計，
施工，維持管理体系．

使える材料を前提とした，構造諸
元の決定，適材適所材料活用，施
工計画の立案，技術マネジメント

アナロジー：

洗浄・分級した良質な骨材使用
を前提としたRCD用コンクリート．

構造を構成する材料として必要
な性能・品質が前提．

アナロジー：

現地発生材をそのまま活用した
CSG材料．応力低減のため，台形

断面に（材料制約から構造緒元が
決定される）．

復興コンクリートの品質確保に向けたパラダイムシフト

設計→施工（材料選定）→維持管理 利用可能材料→設計→施工→維持管理

発想の転換，パラダイムシフト

 材料上の工夫：フライアッシュの有効利用（ASR対策なども），再
生骨材Hの有効利用など

 配合上の工夫：施工・耐久性能確保を狙った配合設計（粉体量
確保，十分なエントレインドエア導入）など

 設計上の工夫：構造部材の性能に応じた材料の適材適所活用，
かぶりの十分な確保など

 施工上の工夫：十分な養生期間の確保，品質向上をはかる新
しい養生技術の開発など

 技術マネジメント上の工夫：JIS外品を活用する戦略，NETIS登録，
材料品質DB，構造物初期データ保存，追跡調査を含めた品質・
性能保証，性能評価型設計施工システムのフル活用など．

パラダイムシフトを実現するための複眼的工夫（素案）

利用可能材料→設計→施工→維持管理という流れを前提
とした各段階での工夫と，技術マネジメントが必要不可欠
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• 国土強靭化：10年200兆円（世論？）

• スーパードクターの養成（人材育成）：10年100億円

- 若手エリート技術者の育成に1000万円／人を投資

- 100人／年×10年＝1000人を養成し，全国へ（30年
間地域の橋やトンネルを守り続けるインフラの番人）

- 「やらなければいけないもの」と「やらなくてよいもの」
の見極め→安全性／経済性の最大化→国土強靭化
の0.05%の予算による経済効果？→国民の理解

- 国主導→プログラムは学会が策定→プログラム修了
者には責任と対価（地位と名誉）

インフラ・スーパードクターの養成

総務部会

ふくしまインフラ長寿命化研究会

コンクリート
構造部会

鋼構造部会 施工部会

代表

市民との協働

インフラの長寿命化に資する企
画・提言
•定例会（年3回）：3月，７月，1月
•シンポジウム（年1回）：10月

橋守等インフラ長寿命化活動
・講習会，実地研修
・橋の困りごと相談
・橋の歯磨きプロジェクト等

マスコミ
からの

情報発信Action

Plan Do

Check

事務局

産官学民の
自由参加

福島県・県内市町
村・関連団体

連
携

ふくしまインフラ長寿命化研究会
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地域のインフラ長寿命化

• 地域のインフラ・ドクター（町医者）の養成

• 人・物・金の時代から知恵を寄せ合う時
代へ

• 垂直型（トップダウン）から水平型（各地
の好例を全国展開）へ

→全国インフラ長寿命化ネットワーク

地域社会の活性化

• 地域の強みを生かす．

• 市民の望むインフラを市民と共に造り，守る．

→人口減少・高齢化時代における地域社会のあり方を考える．

全国インフラ長寿命化ネットワーク

関心

関心

責任

責任

インフラ
への要望

情報発信
（説明技法）

専門家：大学，学会

市民

地元の建設業

自治体（県，市町村）

地域の
連携・融合

マスコミ
マスコミの利活用

信頼関係

信頼関係

技術の高度
化・体系化

愛着

産官学民の協働によるインフラ整備・地域づくり



工区 1

リフト 2

予定 8:00 実績 9:10

予定 12:00 実績 13:30

施工
段階

記述 確認

－ ○

－ ○

－ ※1

－ ○

－ ○

8人 ○

4台中1台 ○

－ ○

運搬 50分 ○

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

50cm ○

－ ○

約1.8m ※2

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

－ ○

10日間 ○

－ ○

※コンクリート打込み作業人員　・・・　コンクリートの打込み・締固め作業時の人員のうち、直接作業に携わら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ない者（監理・主任技術者やポンプ車運転手等）を除いた人員

養生

硬化を始めるまでに乾燥するおそれがある場合は、シートなどで日よけや風よけを設けて
いるか。

コンクリ－トの露出面を湿潤状態に保っているか。

湿潤状態を保つ期間は適切であるか。

型枠および支保工の取外しは、コンクリートが必要な強度に達した後であるか。

要改善
事項等

※1　型枠内部に結束線（3本）が落ちていたため，打込み前に取り除かせた。

※2　排出口から打込み面までの高さが，明らかに1.5m以上であるため，口頭で注意したところ，是正され
た。

上記※1，※2についての是正を確認するため，次回打込み時も施工状況把握を行うことを，工事打合せ簿に

表面にブリーディング水がある場合には、これを取り除いてからコンクリ－トを打ち込ん
でいるか。

締固め

バイブレータを下層のコンクリートに10cm程度挿入しているか。

バイブレータを鉛直に挿入し、挿入間隔は50cm以下としているか。

締固め作業中に、バイブレータを鉄筋等に接触させていないか。

バイブレータでコンクリ－トを横移動させていないか。

バイブレータは、穴が残らないように徐々に引き抜いているか。

練り混ぜてから打ち終わるまでの時間は適切であるか。

打込み

ポンプや配管内面の潤滑性を確保するため、先送りモルタルの圧送等の処置を施している
か。

鉄筋や型枠は乱れていないか。

横移動が不要となる適切な位置に、コンクリートを垂直に降ろしているか。

コンクリ－トは、打込みが完了するまで連続して打ち込んでいるか。

コンクリ－トの表面が水平になるように打ち込んでいるか。

一層の高さは、50cm以下としているか。

2層以上に分けて打ち込む場合は、上層のコンクリ－トの打込みは、下層のコンクリートが
固まり始める前に行っているか。

ポンプ配管等の吐出口から打込み面までの高さは、1.5m以下としているか。

チェック項目

準備

運搬装置・打込み設備は汚れていないか。

型枠面は湿らせているか。

型枠内部に、木屑や結束線等の異物はないか。

かぶり内に結束線はないか。

硬化したコンクリートの表面のレイタンス等は取り除き、ぬらしているか。

コンクリート打込み作業人員（※）に余裕を持たせているか。

予備のバイブレータを準備しているか。

発電機のトラブルがないよう、事前にチェックをしているか。

曇のち晴

打込み終了時刻 打込み量(m3) 100 リフト高(m) 3.0

打込み開始時刻 打込み開始時気温 22.0℃ 天候

配合 27-8-20BB 確認日時 2012／10/11（木） 7:30～13:30

受注者 ○○建設（株） 確認者 ○○技師

構造物名 ○○橋　A1橋台 部位 たて壁

【 施 工 状 況 把 握 チ ェ ッ ク シ ー ト（ コ ン ク リ ー ト 打 込 み 時）】

事務所名 ○○土木建築事務所 工事名 県道○○線　道路改良工事

参考資料



日大工学部ふるさと創生支援センター提供 

「ロハスの工学」のコンセプトに基づき 
郡山ドーム構想をイメージして設計 

• 低レベル放射線下にある郡山の子どもたちの健康と
未来のために 

• エネルギー自立＆自然共生→脱原発＆2040年再生
可能エネルギー100%の実現を目指して 

• 太陽光，風力，地中熱，バイオマス，雨水循環，再
生材の利活用，パーク内グリッド等 

• 郡山の産官学民の協働（手作り）による，計画→設
計→施工→維持管理 

ロハスドームKoriyamaのコンセプト設計 
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２０１３（平成２５）年５月２３日 

産業競争力懇談会 （ＣＯＣＮ） 

浦嶋 将年 

(鹿島建設㈱ 常務執行役員) 

『レジリエントエコノミーの構築』 

復興推進委員会「社会基盤」に関する懇談会 



COCN  

会の目的  国の持続的発展の基盤となる産業競争力を高めるため、科学技術政策、産業政策などの諸
施策や官民の役割分担を、産官学協力のもと合同検討により政策提言としてとりまとめ、関
連機関への働きかけを行い、実現を図る。 

沿革     2006年6月、日本の産業競争力強化に深い関心を持つ産業界の有志にて発足 

会の組織 

  幹事会     代表幹事  西田厚徳（東芝 取締役会長） 

  (幹事16名)     副代表幹事 庄田隆（第一三共 代表取締役会長）  

       
  実行委員会  委員長  住川雅晴 （日立製作所 顧問） 
   （実行委員 12名) 
 

   会員  企業34社、 
       大学・独法5法人  

  
 
 
  

推進テーマ  ・ 2006年度の発足以来 総計56件を採択  
         ・ 産業基盤の課題（技術、人材）から社会的課題（資源・エネルギー、超高齢社会、レジリエ

ントな社会）まで、イノベーションの創出に資する広範囲の課題に取り組み 
 

    (例）2012年度の推進テーマ（8件）   
        「コトづくりからのものづくりへ」         「災害対応ロボットと運用システムのあり方」 

         「イノベーション創出に向けた人材育成」   「シミュレーション応用によるものづくり連携システム及び新材料設計手法」  
         「子供の成長を支援する新社会システム」  「太陽エネルギーの化学エネルギーへの変換と利用」  
         「都市づくり・社会システム構築」        「レジリエントエコノミーの構築 」 

 

        

 

 

 産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）とは  

ＩＨＩ 沖電気工業 鹿島建設 キヤノン 小松製作所 ＪＳＲ JXホールディング  清水建設 シャープ 
新日鐵住金 住友化学 住友商事 住友電気工業 ソニー 第一三共 大日本印刷 中外製薬 日本電気 
東海旅客鉄道 東京エレクトロン 東京電力  東芝 東レ トヨタ自動車  ニコン パナソニック 日立化成 
日立製作所 富士通 富士電機  三菱ケミカルホールディングス 三菱重工業 三菱商事 三菱電機  
京都大学 産業技術総合研究所 東京工業大学 東京大学 早稲田大学 
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COCN  

● 2つのテーマに着手 

 ○ 「レジリエントエコノミー研究会」 

  ・2011年度/2012年度 の2年間活動 
         2011年度報告書 ：http://www.cocn.jp/common/pdf/thema47-L.pdf 

         2012年度報告書 ：http://www.cocn.jp/common/pdf/thema56-L.pdf 

  ・実行委員会の下に、小委員会を設置 

 ○ 「災害対応ロボットと運用システムのあり方」プロジェクト 

  ・2011年度/2012年度 の2年間活動 
         2011年度報告書 ：http://www.cocn.jp/common/pdf/thema39-L.pdf 

         2012年度報告書 ：http://www.cocn.jp/common/pdf/thema50-L.pdf 

                     http://www.cocn.jp/common/pdf/thema50-L2.pdf 

  ・リーダー 淺間一・東京大学工学研究科教授 

● 直近の活動 

  2013年3月初旬  報告書の公開と関係者への説明 

  2013年3月27日 COCN全体会議開催 関係閣僚に提言 

  2013年4月17日 産業競争力会議の「次世代インフラ」の議論において、榊原
定征議員(前COCN代表幹事、東レ会長)よりレジリエントエコ
ノミー報告書の要点を提言 

             (http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/skkkaigi/dai6/siryou02.pdf 参照) 

 東日本大震災を受けたCOCNの活動 
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COCN  

 

第1部（2011年9月8日） 

Chad Evans（Senior Vice President, 米国ＣＯＣ） 

保井俊之（慶應義塾大学先導研究センター 特任教授）  

橋本哲実（日本政策投資銀行 常務執行役員） 

加藤正記（ルネサスエレクトロニクス代表取締役執行役員専務）  

齋藤邦彰（富士通執行役員パーソナルビジネス本部長）  

森田哲郎（トヨタ自動車 調達企画室長）  

小野透（新日本製鉄 技術総括部 部長）  

天野肇（ITS Japan 専務理事）   

 

第２部（2011年9月13日） 

徳山日出男（国土交通省 東北地方整備局長）  

田代民治（鹿島建設 代表取締役副社長執行役員）  

興村徹（日本通運 業務部専任部長）  

玉置敏浩（三井不動産柏の葉キャンパスシティープロジェクト推
進部グループ長）  

大野和重（日立ビルシステム取締役昇降機保全事業部長）  

稲田豊（電気事業連合会 理事・事務局長）  

松田明彦（東京ガス 都市エネルギー事業部長）  

吉田正寛（ＪＸ日鉱日石エネルギー 執行役員）  

竹中章二（東芝ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ事業統括部 首席技監（常務待遇）) 

片山泰祥（日本電信電話 常務取締役技術企画部門長）  

飯塚久夫（ＮＥＣビッグローブ 顧問）  

石田一雄（富士通 取締役執行役員副社長） 
 

 調査・編集協力：日立総合計画研究所 
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2011年度～2012年度の2年にわたる活動。2011年度はワークショップや会員アンケートにより、2012年度は委員会・ＷＧにより提案内容を検討。 

 ＣＯＣＮ レジリエントエコノミー研究会 

2011年度ワークショップ報告者（報告順、敬称略） 2012年度小委員会  

堀田武靖（鹿島建設） 

 

橋本哲実（日本政策投資銀行） 

日比政昭（新日鉄住金） 

 

 

小林茂男（ITS Japan） 

齋藤 旬（ニコン） 

町井 章（清水建設） 

三浦 悟（鹿島建設） 

村上孝憲（三菱地所） 

茂木昌春（住友電気工業） 

 

久手幸徳（JX日鉱日石エネルギー） 

塩原正勝（JX日鉱日石エネルギー） 

田中晃司（東京電力） 

松本貴與志（東芝） 

 

杉尾俊之（沖電気工業） 

中澤哲夫（沖電気工業） 

松井俊浩（産業技術総合研究所） 

松島裕一（早稲田大学） 

  

  

 

 

浦嶋将年（委員長、鹿島建設）     

横断チーム 

齋藤 旬（ニコン）       

坂田一郎（東京大学）      

中島一郎（早稲田大学） 

社会インフラワーキング 

横塚雅実（主査、鹿島建設）       

斎藤俊哉（副主査、鹿島建設）     

天野 肇（ITS Japan）       

粟津浩一（産業技術総合研究所）   

伊藤真実（海外水循環システム協議会）  

川村明史（東芝）  

エネルギーワーキング 

村岡 高（主査、日立製作所）  

五味敬芳（副主査、日立製作所） 

赤池 博（JX日鉱日石エネルギー）  

日下太一（住友電気工業）  

情報通信ワーキング 

寺田 透（主査、富士通）  

渋谷俊昭（副主査、富士通）  

大西範裕（副主査、富士通）  

小倉英之（富士電機）  

  

調査・編集協力： アバンアソシエイツ 

  

 



COCN  

リスクが顕在化し社会システムや事業の全部又は一部の 

機能が停止しても、全体としての機能を速やかに回復できる 

強靭さ 

 
（参考）ＷＥＦ「レジリエントな国についての作業上の定義（Working Definition）」 

   (1）変化する事態の推移に適応する 

   (2）突然の衝撃に耐え 

   (3）以前の状態か、新しい状態かを問わず所望の平衡状態に回復する 

           能力を持っている国である。 
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 レジリエンスについて 

市民生活の水準の維持 

ナショナルレジリエンス（ＷＥＦのコンセプト） 

国を「経済（マクロ経済環境、製品サービス市場、
金 融市場、労働市場、持続性、生産性）」、「環境
（自然、都市化、エコロジーシステム）」、「ガバナン
ス（組織、政府、リーダーシップ、政策、法による統
治）」、「インフラ（重要インフラ：通信、エネルギー、
交通、水、健康）」、「社会（人材、健康、コミュニティ、
個人）」の５つのサブシステムに分け、それぞれに
ついて、「Robustness（強靭性）」、「Redundancy（冗
長性）」、「Resourcefulness（創意工夫性）」のレジリ
エンスの３つの特性、「Response（初動対応）」、
「Recovery（自己回復力）」の２つパフォーマンスの
構成要素に分解して評価を試みようとしている。 

ＣＯＣＮの定義 



COCN   レジリエンスに対する国際潮流（世界経済フォーラム） 

◆ 世界経済フォーラムは「Global Risk 2013」において、政府のリスクマネー 

    ジメントと競争力は正の相関を示すことを示唆。わが国は例外的な存在。 

◆ 競争力とリスクマネージメント力の両立を目指す時代になったとの認識を 

    持つべき。 
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政府のリスクマネジメントと国全体の競走力スコア 



COCN   レジリエンスに対する国際潮流（フィンランドの実践） 

 
 

 フィンランドは2007年に緊急
時における市民への供給を確
保するために体制整備 

 守るべきインフラの階層性に
も配意し、周到な準備 

 わが国にとって、参考になる
取り組みと評価される。 
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COCN   レジリエンスに対する国際潮流(米国競争力評議会） 

◆ 米国競争力評議会（COC）は、2007年報告書 「Transform」を公開。 

  レジリエンスは21世紀の企業、国にとって競争力上の要素になると強調。 

◆ 2012年6月 リオ＋２０、同7月 世界防災閣僚会議in東北では、防災・  

  減災政策の主流化(Ｍａｉｎｓｔｒｅａｍｉｎｇ)がうたわれた。 
 

 
 

 

 社会と組織が直面するリスクのレベ
ルは上がっている。リスク同士の相
互関連性も強くなっている。一つの
領域での機能不全が複数の方向に
波及する可能性がある。 

 新たなリスクに対応し、リスク間の
相互作用を予測し、機能不全から
立ち直る能力は、21世紀企業と国
家にとって競争上の差別化要素に
なる。 

 国家が目標とすべきは、国土の保
全だけでなく、経済のレジリエンス
すなわち、機能不全を和らげ、素早
く回復する能力である。 

米国COC 2007年 
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COCN   レジリエンス向上とイノベーション  
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レジリエンスの向上にも、科学技術やイノベーションが重要な役割を果たす。 
本分野の特徴は、 
●我々は自然に対して、まだまだ無知であり、知識の蓄積を図ること 
●社会システムへの実装を目的とする研究においてはハードとソフトの両面から行う必要 
●人文科学・社会科学との融合研究、いわゆる文理融合によるシステムズ・アプローチが有効 

＜レジリエンス研究のテーマ・分野＞ 

リスクマネジメント／レジリエンスと公共政策／金融政策等の政策設計の研究 

• 組織、社会、経済のレジリエンスに関する評価、可視化の研究 
• サプライチェーン等の事業リスクをシミュレートできるモデルの構築の研究 
• BCP/M に必要な人材・能力の教育訓練・試験評価システムの開発の研究 
• コンビナート全体のBCP の研究 

① 政策設計関係 

② 事業継続（ＳＣＭ／リスクマネジメント等）関係 

③ 災害対策、復旧関係 
• 災害対応ロボットの開発（参考資料参照） 
• 災害時の大量物資輸送手段の開発（大型飛行船等） 
• 災害状況のリアルタイム把握の研究 
• 自然災害のリスク予想を可能にするコンピュータシミュレーション技術の研究 
• 放射能汚染の危険レベルおよび測定方法の研究 
• 被災地への医療提供の研究（技術、仕組み） 
• 被災地の上下水処理の研究（仮設処理装置、除菌/殺菌装置等） 
• パンデミック災害防止の研究 
• インフラに対するテロ対策の研究（防止策、復旧策） 
• 食品に関する懸念を払拭する「安全度見える化システム」 



COCN   レジリエンス向上とイノベーション  
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④ インフラ関係 

• 構造物の強靭化に関する研究 
• インフラの緊急復旧を可能とする新規軽量構造体の研究（ＣＦＲＰ製移動式橋梁等） 
• 液状化対策の研究 
• インフラ施設における維持管理業務の効率性、材料の耐久性向上に寄与する技術開発 
• 地質情報等の自然条件に関するデータの整備と活用の研究 

⑤ エネルギー・資源関係 

• スマートグリッド・スマートコミュニティに関する研究 
• 自立分散型エネルギーに関する研究 
• 再生可能エネルギーに関する研究 
• 蓄電池の性能向上の研究 
• 化石燃料の高効率利用に関する研究 
• 原子力発電の安全性に関する研究 
• 省エネルギー技術の開発 
• 基本ライフラインの強靭化と非常時代替の研究（エネルギー、水） 
• 資源リサイクル・代替技術の開発（瓦礫・汚染物質、希少資源） 

⑥ 情報通信関係 

• サイバー社会の安全・安心を提供する情報ネットワーク基盤の研究 
• 非常時の情報利活用のための基盤整備 
• 多様なネットワークの連携技術の研究開発 



COCN   レジリエンスに対する日本の動向 

◆ 3.11以降、政府、自治体、学協会、  
  民間等、政策提言は多数。 
  (研究会で読み込んだ報告は約150編) 

 

 
 

 

◆ レジリエンス向上のための体系的な  
  政策が望まれる。3.11以降2年が経 
  過し、教訓が風化することを懸念。 
 
◆ 一方では、2013年度政策において 
  「産業活動・産業基盤のリスク耐性の 
  強化」が政策の柱として掲げられて 
  おり評価。 
 
 直近、ナショナル・レジリエンス強化へ
の取り組みがスタート。 
 

 
 
     
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

政府・学協会等の検討状況 

 防災に加えて「減災」が浮上している。 
 
 エネルギーを取り巻く諸情勢は不透明。 
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      国 地方自治体 学協会・民間 

総
合
的
危
機
対
応
能
力
の
強
化 

 
1.1 

レジリエンス
向上に向けた

基本的方策 

方針 東日本大震災復興対策本部《東日本大震災からの
復興の基本方針(2011.7)》 

技術 総合科学技術会議／復興・再生戦略協議会
（2012.05～） 

技術 科学技術振興機構／安全安心な都市・地域・社会
の構築（仮称） 

提言 国交省／国土審議会政策部会防災国土づくり委員
会《災害に強い国土づくりへの提言(2011.7)》 

提言 外務省／世界防災閣僚会議in東北(2012.7) 

白書 内閣府《防災白書(2012.6)》 

法律 内閣府《災害対策基本法改正(2012.6)》 

法律 内閣官房《新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策特別措置法
（2012.5）》 

法案 自民党《国土強靭化基本法案(2012.6提出)》  

法案 公明党《防災・減災体制再構築推進基本法案
(2012.8提出)》（防災・減災ﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ） 

提言 新たな戦略的国土地域政策を推進する議員連
盟(民主党)《日本再生計画～ﾋﾞｼﾞｮﾝ 2030～
(2012.7)》 

提言 九都県市首脳会議《首都圏の防災力の強
化に関する提言(2012.5)》 

計画 複数の地方公共団体《事業継続計画（地
震編、新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ編）の策定》 

提言 全国知事会／日本のグランドデザイン構
想会議(2011.10～)《日本再生ﾃﾞｻﾞｲﾝ最終
とりまとめ(2012.10)》 

提言 東日本大震災の総合対応に関する学協会
（現在29団体）連絡会《三十学会・共同声
明 国土・防災・減災政策の見直しに向けて
―巨大災害から生命と国土を護るために―
(2012.5)》 

提言 日本都市計画学会・土木学会《しなやかで
力強い国土の形成と速やかな復興に向けて
(2012.7中間)》 

提言 経団連《災害に強い経済社会の構築に向け
て(2012.3)》 

提言 世界経済フォーラム《Global Risk 2012》 

 
1.2 

大規模災害の
リスクの分析
と対策の状況 

調査 内閣府中央防災会議／ 東北地方太平洋沖地震を
教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会
（2011.4～9）《中間とりまとめ(2011.6)》 

予測 内閣府中央防災会議／ 

・南海ﾄﾗﾌの巨大地震ﾓﾃﾞﾙ検討会(2011.8～)《第1
次報告(2012.3)》《第2次報告(2012.8)》 

・首都直下地震ﾓﾃﾞﾙ検討会 

審議 内閣府中央防災会議／防災対策推進検討会議
(2011.10～) 《最終報告(2012.7)》 

・南海ﾄﾗﾌ巨大地震対策検討WG《南海ﾄﾗﾌ地 震対
策について(中間報告)(2012.7)》 

・首都直下地震対策検討WG《首都圏直下地震対策
について(中間報告)(2012.7)》 

計画 内閣府中央防災会議《防災基本計画の修正
（2011.9）(2012.9)》 

法案 自民党･公明党《首都直下地震対策特別措置法
案(2012.6提出)》 

法案 自民党･公明党《南海ﾄﾗﾌ巨大地震対策特別措
置法案(2012.6提出)》 

審議 消防庁／地域防災計画における地震・津波対
策の充実・強化に関する検討会(2011.6～12)
《報告書(2011.12)》 

審議 内閣府／首都直下地震に係る首都中枢機能確
保検討会(2011.10～2012.3)《報告書(2012.3)》 

審議 国交省／東京圏の中枢機能のバックアップに
関する検討会(2011.12)《二次とりまとめ
(2012.4)》 

計画 内閣府中央防災会議／大規模水害対策に関す
る専門調査会《首都圏大規模水害対策大綱
(2012.9)》 

予測 東京都《首都直下型地震被害想定見直し
(2012.4)》 

予測 千葉県《津波浸水予測図(2012.4)》 

予測 神奈川県《津波浸水予測図(2012.6)》 

予測 三重県《津波の浸水予測(2011.10)》 

予測 高知県《津波の浸水予測(2012.5)》 

計画 神奈川県《地域防災計画－地震災害対策
計画－(2012.4修正)》 

計画 千葉県《地域防災計画(2012修正)》 

計画 静岡県《津波対策の見直し(2012.3)》 

 

1.3 
事業継続対策
の推進 

調査 内閣府《企業の事業継続の取組に関する実態調査
(2012.3)》 

提言 内閣府《東日本大震災を踏まえた 企業の事業継続
への取組みに関する提言(2012.3)》 

指針 内閣府中央防災会議《事業継続ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～わが国
企業の減災と災害対応の向上のために～
（2005.10）》 

提言 経産省／日本経済の新たな成長の実現を考える自
動車戦略研究会《中間取りまとめ(2011.6)》 

提言 消防庁／危険物保安室・特殊災害室《東日本
大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対
策のあり方に係る検討報告書(2011.12)》 

指針 中小企業庁《中小企業BCP策定運用指針第2
版(2012.3)》 

指針 経産省《事業継続計画策定ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 
(2005.3)》 

審議 経産省・国交省／ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ港湾における地震・
津波対策検討会議(2012.7～) 

調査 神奈川県《神奈川県内の中小企業におけ
る事業継続計画（BCP）実態調査(2012.1)》 

手引 神奈川県《(中小企業向け)BCP作成のすす
め(かながわ版)》 

提言 千葉県／石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ防災ｱｾｽﾒﾝﾄ検討部
会《耐震対策分科会検討結果報告書
(2011.10)》 

提言 経済同友会《ﾘｽｸ管理、特にｸﾗｲｼｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
の再考（2011.7）2012.4企業にｱﾝｹｰﾄ結果》 

提言 経団連《強靭な流通ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの構築に向け
て(2012.7)》 

事業 日本政策投資銀行《DBJ BCM格付融資》 

事業 損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝ《DBJ格付け連動企業費用利
益総合保険割引》 

事業 SMBC《BCP融資（2011.10～融資）》 

社
会
イ
ン
フ
ラ 

2.1 
これからの社
会インフラ整

備 

提言 国交省／高速道路のあり方検討有識者委員会《東
日本大震災を踏まえた緊急提言(2011.7)》《中間ま
とめ(2011.12)》 

提言 国交省／交通政策審議会港湾分科会防災部会《港
湾における地震・津波対策のあり方(2012.6)》 

審議 国交省／下水道地震・津波対策技術検討委員会
(2011.4～)《報告書(2012.3)》 

法律 内閣府《民間資金等の活用による公共施設等
の整備等の促進に関する法律（PFI法）改正
(2011.6)》 

計画 国交省／社会資本整備審議会・交通政策審議
会  計画部会《第三次社会資本整備重点計画
(2012.8)》 

指針 東京都《東京都防災対応指針(2011.11)》 事業 中日本高速道路(株)《東名と新東名のダブ
ルネットワーク化》 

提言 自工会《今後の道路交通政策に対する要望
(2012.6)》 

提言 関西経済連合会《PFIの推進に関する提言
(2012.8)》 

2.2 
高齢化する社
会インフラへ
の対応 

提言 国交省／道路橋の予防保全に向けた有識者会議
(2007.10～2008.5)《道路橋の予防保全に向けた提
言(2008.5)》 

提言 国交省／首都高速の再生に関する有識者会議
(2012.4～)《提言書(2012.9)》 

予算 国交省《長寿命化修繕計画策定事業費補助制
度(橋梁)(2007.4～)》 

計画 青森県《橋梁ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基本計画
（2004.11）》 

白書 複数の地方公共団体《公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ白
書》 

 

2.3 
復旧期の対応
システムの構
築 

審議 経産省／産業構造審議会流通部会(2012.4～)《災
害時の生活必需物質の流通体制》 

手引 国交省／水管理・国土保全局《下水道BCP策
定ﾏﾆｭｱﾙ第2版(地震・津波編)(2012.3)》 

指針 国交省関東地方整備局《建設会社のための災害時
の事業継続簡易ｶﾞｲﾄﾞ(2007.12)》 

  手引 日本水道協会《地震等緊急時対応の手引き
(2008.12)》 

手引 日本建設業連合会《建設BCP ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
（2006.8）》 

2.4 
災害に強い
街・都市づくり 

提言 国交省／社会資本整備審議会・交通政策審議会計
画部会《津波防災まちづくりの考え方緊急提言
(2011.7)》 

報告 内閣府・東京都／首都直下地震帰宅困難者等対策
協議会《最終報告書(2012.9)》 

法律 国交省《津波防災地域づくりに関する法律
(2011.12)》 

法律 国交省《都市再生特別措置法改正(2012.6公
布)》 

条例 東京都《東京における緊急輸送道路沿道
建築物の耐震化を推進する条例(2011.3)》 

制度 東京都《緊急輸送道路沿道建築物耐震改
修等支援融資制度(2010.8～)》 

条例 東京都《東京都帰宅困難者対策条例
(2012.3公布)》 

検討 大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画推
進協議会／大丸有地区における災害に強い
まちづくり検討委員会 

指針 不動産協会《事業継続計画ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～ｵﾌｨｽ
ﾋﾞﾙ賃貸事業編～(2007.11)》 

事業 三井不動産《「三井のｵﾌｨｽ」防災対策BCP ｻ
ﾎﾟｰﾄの強化(2012.3)》 

提言 日建連／都市・地域政策委員会《大都市政
策についての提言(2012.6)》 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

3.1 
総合エネルギ
ー政策 

審議 エネ庁／総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会基本問題委員会
(2011.10～) 

方針 内閣官房／ｴﾈﾙｷﾞｰ環境会議(2011.6～) 
《当面のｴﾈﾙｷﾞｰ需給安定策(2011.7)》 
《ｴﾈﾙｷﾞｰ需給安定行動計画(2011.11)》 
《ｴﾈﾙｷﾞｰ･環境に関する選択肢(2012.6)》 
《革新的ｴﾈﾙｷﾞｰ･環境戦略(2012.9)》 

提言 民主党《「原発ゼロ社会」を目指して(2012.9)》 

 

提言 九都県市首脳会議《首都圏のｴﾈﾙｷﾞｰ問題
に関する提言(2011.11)》 

提言 経団連《ｴﾈﾙｷﾞｰ政策に関する第１次提言
(2011.7)》《第２次提言(2011.11)》 

意見 日本商工会議所《ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境の選択肢に
関する意見(2012.7)》 

意見 経団連《ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境の選択肢に関する意
見(2012.7)》 

意見 電事連《ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境の選択肢に対する意
見(2012.8)》 

3.2 

エネルギーの
多様化と自立
分散型エネル

ギーの普及 

制度 経産省《再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの全量買収制度開始
（2012.8）》 

審議 経産省／ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ制度検討会《報告書(2011.2)》 

審議 総務省／ICTを利用した街づくりとｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開に
関する懇談会（2012.12～） 

審議 経産省／次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ･社会ｼｽﾃﾑ協議会(2009.11
～) 

審議 経産省／電力ｼｽﾃﾑ改革専門委員会(2012.2～7)《電
力ｼｽﾃﾑ改革の基本方針(2012.7)》 

予算 経産省《定置用リチウムイオン蓄電池導入促
進対策事業費補助金(2011年度3次補正)》 

実証 経産省《次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ･社会ｼｽﾃﾑ実証(2010年
度～2014年度)》 

予算 経産省《ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨｰ導入促進事業》 

予算 総務省《ICTを活用した新たなまちづくり等の
推進（2012年度）》 

予算 東京都《東京天然ｶﾞｽ発電所ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2012)》 

方針 東京都《省ｴﾈ･ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進方針
(2012.5)》 

予算 東京都《自立・分散型電源導入支援
(2012)》 

方針 東京都《2020年の東京(2011.12)》 

調査 東京都・三菱地所《地域ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑの構築に係る実現可能性調査(2012.3)》 

事業 柏市・千葉県・東京大学・千葉大学・三井
不動産 《柏の葉ｷｬﾝﾊﾟｽｼﾃｨ（柏の葉ｽﾏｰﾄｼﾃｨ
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等）の取組》 

提言 石油化学工業会《我が国石油化学産業の環
境整備についての要望(2011.11)》 

3.3 
石油・ガスエネ
ルギーの安定
供給 

法律 経産省《災害時における石油の供給不足への対処
等のための石油の備蓄の確保等の一部を改正する
法律(2012.9公布)》 

審議 経産省／総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会都市熱ｴﾈﾙｷﾞｰ部会
ガス安全小委員会 災害対策WG（2011.8～2012.3）
《東日本大震災を踏まえた都市ガス供給の災害対
策検討報告書》 

審議 経産省／総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会高圧ｶﾞｽ及び
火薬類保安分科会高圧ｶﾞｽ部会《東日本大震災
を踏まえた高圧ｶﾞｽ施設等の地震･津波対策に
ついて(2012.4)》 

審議 経産省／天然ｶﾞｽｼﾌﾄ基盤整備専門委員会
(2012.1～6)《報告書(2012.6)》 

提言 エネ庁《災害時における石油天然ｶﾞｽの安定供
給(2011.12)》 

 事業 東京ｶﾞｽ《ｴﾈﾙｷﾞｰと未来のために東京ｶﾞｽｸﾞﾙ
ｰﾌﾟがめざすこと。(2011.11)》 

 



COCN  

横断的政策 
 

提案１  国の危機管理体制(総合司令塔の設置) 
 

提案２ 地域における危機管理 
 

提案３ ＢＣＰ/ＢＣＭの推進 
 

提案４  規制の非常時特例の事前準備 
 

提案５ レジリエンス税制等の創設 
 

提案６ レジリエンスの国際展開 

 レジリエンスに関する２０の提案 

 

 

産業・エネルギー 
 

提案12 産業・エネルギーインフラのレジリエン
ス向上 

 

提案13 サプライチェーンのレジリエンス向上 
 

提案14 電力における化石燃料の高効率利用 
 

提案15 エネルギーネットワークのレジリエンス
向上 

 

提案16 エネルギー需給調整能力の拡大 

社会インフラ 
 

提案7  首都東京のレジリエントなライフラインと 
      都市施設 
 

提案8   自立するレジリエントな再開発拠点の   
      実現  
 

提案9  公民情報の集約 及び提供の共有基盤 
      構築 
 

提案10 ヘルスモニタリング技術と実装 
 

提案11 ＰＦI/PPPの制度改善と一層の活用推進 
 

 

情報通信 
 

提案17  情報インフラ・機器のレジリエンス 
      向上 
 

提案18  サイバーレジリエンスの向上 
 

提案19  非常時の情報利活用のための 
       基盤準備 
 

提案20   非常時にも有効な医療等分野に 
      おける幅広い情報連携の実現 
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COCN   提案1 危機管理体制 

◆National Resilienceの持続的向上に資する国の危機管理の総合司令塔の設置 

 （国の産業競争力が「Growth」と「Resilience」で評価される時代の制度イノベーション） 

◆リスクマネジメント強化のため、国の危機管理政策体系の整備を主導 
 （国家目標の提示、重要インフラのレジリエンス計画推進と進捗評価、危機管理関連制度の統括、 
  民間への支援、リスク人材育成など）  
 重要インフラとして各国共通は、「食糧」「エネルギー」「医療」「金融」「情報通信」「交通・物流」  

米 国 英 国 フィンランド 

分野 主管省庁 分野 主管省庁 クラスター 

農業と食糧 
農務省 

食糧 
環境・食糧・地方業務省 

食糧 
保健福祉省 食品安全管理局 

防衛拠点 国防総省       

エネルギー エネルギー省 エネルギー エネルギー気候変動省 エネルギー 

.医療と公衆衛生 保健福祉省 医療 保健省 医療 

国家モニュメントと像 内務省       

金融機関 財務省 財務 財務省 金融 

水道 環境保護庁 水道 環境・食糧・地方業務省   

化学産業拠点 国土安全保障省     

産業 商業施設 同上     

重要な製造業 同上     

ダム 同上       

緊急対応 同上 緊急対応 

保健省   

コミュニティー地方自治省   

交通省   

内務省   

原子力施設・廃棄物 同上       

情報技術 同上     情報 

通信 同上 通信 
ビジネス・イノベーション技能省 

  

郵便 同上   

交通と物流 同上 交通 交通省 交通・物流 

政府機能 同上 政府 内閣府   

米国、英国、フィンランドの重要インフラ 

12 



COCN  

 
◆ 2010年にリオにオープンしたセンターは、危 
   機予測から迅速な対応に至るまで、危機管 
   理の対応を統合 
◆ 統合される情報は、約30の国・公・民・関係 
     機関の情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 Operations center of the City of Rio 
                     「世界大都市気候先導グループ（C40）」ホームページより 

先駆的な事例－リオデジャネイロ市 
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◆ 地域レジリエンス強化のため連携フレームの構築 
◆ 個々の都市の社会・自然条件にふさわしい市民への安全安心の情報ハブ機能 
  の構築 

情報ハブ機能 

◆ 自治体ＢＣＭの強化 
◆ 港湾等特定地域の公民連携 
◆ 自治体の広域連携（首都圏内、関西－ 
    東北等） 
◆ バックアップ体制の構築（「首都機能維持」、 
    「日本海側と太平洋側の連携」等） 

地域連携フレーム 

◆ 現場からのシステム構想 
◆ モデル都市での先行実施 
◆ 平時と発災時のデュアルシステム 
◆ 国や公共機関のデータ開放等の環境整備 
 

 提案２ 地域における危機管理  



COCN    提案３ ＢＣＰ/ＢＣＭの推進    

◆ ＢＣＰの高度化へ向けた国の支援強化  
     ＢＣＭモデルの創造・深化に資する評価・認証型金融の普及、人材育成の拠点整備、民間 

     の先導的危機管理投資促進のための政策的枠組みの整備 

◆  リスクファイナンスの強化 
    保険の多面的な活用、新たな資金調達手法の開発、大規模災害時の公的部門の資金確保 

        及び金融安定化策の検討 

    

 

 BCPは策定率より質と実効性が重要 
   ・事業継続ガイドライン等による幅広い企業の 
    底上げだけではなく（ボトムアップ方式）、 
    災害先進国としての先導的取組みの促進に 
    よるモデルづくりが必要（トップランナー方式） 
               
 
 評価・認証型金融の普及、専門人材の育成 
   ・ＤＢＪのBCM格付融資等の拡大 
 
 民間の先導的な危機管理投資促進の枠組み 
   ・国による民間の目標設定の目安の提示 
    （例）英国リスクマップ、ダボス会議グローバルリスク 
   ・重要な危機管理投資への税制等による支援 
   ・研究開発予算における適切な課題設定 
 
  

 
 大規模災害等については、リスク管理とともに、 
   リスクファイナンスを両輪とする必要 
   ＝危機発生時の安定的な資金確保と 
     市場機能を活用したリスクの適切な分散－ 

レジリエント経営実現への国の役割の明確化 金融や市場のサポート機能の活用 

日本政策投資銀行のＢＣＭ格付評価 
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COCN   提案４ 規制の非常時特例の事前準備 

 非常時の救援・復旧活動の円滑化の観点から、その障害となる（平常時には合理的
でも非常時では不道理となる）規制の総点検 

 災害等の非常時のみに発動される非常時特例（プランＢ）の運用をあらかじめ準備 

 

1.  交通・運輸 
  ・緊急車両手続きの簡素化 －より簡便な事前登録制度と発災後申請制度－ （災害対策基本法） 
  ・カボタージュ輸送の一時解禁 －緊急時の外国船籍の支援物資輸送許可－       （船舶法） 

2. 消防 
  ・ガソリン等燃料の運搬・貯蔵規制の緩和                         （消防法） 

  ・給油の円滑化  －量と方法、期間の緩和、指定公共機関の車両の別枠化－      （消防法） 
                                     

3. 環境 
   ・非常用発電機の稼働時のばい煙規制緩和  
     －非常時のばい煙の排出上限規制の緩和による半常用稼働化－      （大気汚染防止法） 
   ・地下水の取水制限の緩和  －上水断水時の災害需要対応 －       （地方自治体の規制） 

4. 事業・労務 
   ・請負労働者への指揮命令関係の緩和  
      －非常時の請負業務における指揮命令関係の特例化－       （職業安定法、労働者派遣法） 
   ・労基法36条協定の事前協定化  
      －33条の適用緩和もしくは36条協定運用の柔軟化－                 （労働基準法） 

 非常時特例を考えるべき論点の例 
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COCN   提案５ レジリエンス税制等の創設 

 民間企業のレジリエンス投資促進のためのインセンティブ（税制、補助金） 

 特に、エネルギー、情報通信、社会インフラなど重要インフラを担う民間事業者のレ
ジリエンス強化投資に対する思い切った「税額控除」、「補助金基金」「低利融資」 
「債務保証」の創設 

 
対象 

社会インフラ 
（公共施設） 

エネルギー 
産業インフラ 

産業 

施設 

 
庁舎 
学校 
道路 
港湾 
水道 
空港 
病院 等 
  

 
電力  (発電所、FC、地域間連系線) 
ガス  (護岸、入出荷施設,タンク、 
           導管,パイプライン) 
製油所 (護岸,入出荷施設、タンク、精製設備) 
鉄道  (軌道,駅,発電所) 
通信  (データセンター、IX) 

 
コンビナート 
   (入出荷施設、プラント,生産施設,) 
流通 (倉庫) 
運輸 (ターミナル) 
工場 (建屋,機械装置、自家発) 
都市施設 
(ビルの災害時支援機能施設、備蓄倉庫） 
  

施策例 

 
・コンビナート護岸強化 
・迂廻路、橋脚、鉄道の強化 
・老朽インフラの維持更新 
・ヘルスモニタリング 
・拠点病院、学校の耐震化 
・消防、地域防災拠点整備 等 
  

 
・老朽化対策 
・耐震化/液状化/津波対策 
・分散、バックアップ、スマート化 
・ＩＴ活用による保安 
・資源備蓄 
・調達先の多様化に伴う設備投資 
・高効率火力 
・ネットワーク（電力,ガス)・非常用電源設置 
・サイバー攻撃対策 等 
 

 
・企業ＢＣＭの高度化 
・危機管理投資の促進 
・専門人材の育成 
・地域連携の推進 
・リスクファイナンス強化 

              等 
  

政策ツール例 

 
公共事業、PPP・PFIの活用 
金融支援（レベニュー債等） 
規制緩和 

 
税制、補助金、債務保証、 
低利融資、規制緩和 
SPCへの金融支援 
    （官民ファンド、カバードボンド等） 

 
税制、補助金、公民連携事業、 
金融支援 
（ＢＣＭ格付融資、リスク移転の促進等） 
規制緩和 
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COCN  
◆ BCP/BCMの国際標準化と新興国に対するわが国BCP/BCMの知見等の移転 

   （国際標準化への参画、新興国の関心の高まりに呼応した公的協力の枠組み作り） 

◆ ＡＰＥＣなどを活用した地域全体のレジリエンス向上を目指す国際的枠組み構築 

   （システミック・リスクの強靭性を測る指標の策定、政策レビューを行う枠組づくり） 

 提案６ レジリエンスの国際展開 

地域 ランク スコア 地域 ランク スコア 地域 ランク スコア 

シンガポール １ ６．０８ 台湾 ２３ ４．７５ フィリピン ６６ ３．６９ 

カナダ ５ ５．４１ アメリカ ２９ ４．５３ 日本 ６７ ３．６７ 

NZ ８ ５．４０ 中国 ３０ ４．６１ ロシア ７３ ３．６０ 

チリ １０ ５．２０ 豪 ３２ ４．４９ ベトナム ８６ ３．４０ 

メキシコ １２ ５．１３ 韓国 ４１ ４．２３ タイ １０９ ２．９８ 

マレーシア １４ ４．９７ インドネシア ４９ ４．０８ ブルネイ １３４ ２．１８ 

香港 １５ ４．９５ ペルー ５９ ３．８３       

※パプアニューギニアは、リスト外      ※出典：Global Risks 2013 Eighth Edition  

 BCP/BCMの海外での関心が高まり、１企業、1
地域、1国を超えた相互的活動として認識され
ている。特に、東南アジア、中南米、東欧が熱
心。わが国も呼応する必要。 

 わが国にとっては、経済の相互依存関係の強
いＡＰＥＣ地域において、レジリエンスを向上さ
せることは、国益につながる。 

   （ＡＰＥＣ 日本の輸出の７６％、輸入の６７％） 

2011. 7   ISO/TR22312（技術的能力）発行 
2011.11     ISO22320（危機対応に関する要求事 
       項）発行 
2012. 5   ISO22300（社会セキュリティ用語）発行 
2012. 5    ISO22301（事業継続マネジメントシス 
       テム要求事項）発行 
2012.12 ISO22313（事業継続マエンジメントシス 
       テムガイダンス）発行 
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わが国の対応 BCP/BCMの国際標準化の動き 

アジア太平洋地域の国別リスクマネージメントのランクとスコア 



COCN  

 東京湾岸に沿う首都高速を地下化により大規模更新。この事業化調査を早急に実施 

   横浜、千葉方面との断絶を回避。老朽化した首都高を更新し、既存湾岸線とともに多重化 

 都心と臨海部と結ぶインフラ防災ライフライン（電力、ガス、水道、排熱エネルギー）を整備 

   霞が関、大手町、新宿など首都中枢の事業継続性を飛躍的に向上 

提案７ 首都東京のレジリエントなライフラインと都市施設① 

都心環状線旧築地川区間 

７号小松川線 

首都高速湾岸線 

1号羽田線 ｲﾝﾌﾗ防災ﾗｲﾌﾗｲﾝ ｲﾝﾌﾗ防災ﾗｲﾌﾗｲﾝ 
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首都高更新と湾岸部多重化 インフラ防災ライフラインの整備 



COCN  

 環状道路と東京港を結ぶコンテナ専用の大深度地下物流システムを整備 

    震災時にも道路機能の喪失を回避し、緊急物資輸送ルートとして活用 

 臨海部の水再生センターはエネルギー自立型防災拠点として整備 

        災害時には防災指令室や緊急避難先として機能。併せて複数の処理施設相互を連結しバックアップ 

 

  

地下物流システム 水インフラ施設 

複合都市施設 

供用施設 

大深度地下物流システムの整備 

地下物流システム 

水再生センターの整備 

水インフラ施設 

複合都市施設 

供用施設 

複合都市施設 

供用施設 

水インフラ施設 地下物流システム 

提案７ 首都東京のレジリエントなライフラインと都市施設② 
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COCN  

 

・構造安全性強化のため、エリア内で拠点

となるビルについて制震・免震を義務付

け、費用補助の制度を創設 

・基幹インフラである「水」の機能維持のた

めの地下水汲み上げの規制緩和 

・地区外に向けての確実な連絡手段の確保 

・災害時の事業継続のためにコージェネ等

による自立型のエネルギー供給を導入 

・スペース確保が困難な自立型電源設置の

ため公共空間地下の占用要件の緩和 

・帰宅困難者対策として発電機用燃料の指

定数量、タンク設置基準などを緩和 

・一定水準に浄化した下水の河川直接放流 

 提案８ 自立するレジリエントな再開発拠点の実現 

 都心の大規模再開発を防災拠点にするハード面のレジリエンス向上 

   建築物の構造強化、「水」の確保、自立分散型エネルギー、帰宅困難者受け入れ施設等の整備。 

 都心再開発のエリアマネジメントを防災面でも機能させるソフト面のレジリエンス向上 

   エリアマネジメントの組織の活用、財源の在り方、体制、成果の評価方法の検討。 

再開発のハード面のレジリエンス向上 
 

・都心再開発において形成された再開発組 

 合、協議会の組織を、竣工後エリアマネジ

メント母体として地区の継続発展に活用 

・環境配慮や災害対策を行うことがエリアの 

 不動産価値の維持にも重要であり、エリア

マネジメント組織が環境・防災という社会

的要請に取り組むことを支援 

・ボランタリーな活動である従来のエリアマ 

 ネジメント活動の継続性を担保するため 

 の財源の在り方や実践の体制について海

外の事例等をもとに検討することが必要 

 
  
 

再開発のソフト面のレジリエンス向上 
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COCN   提案９ 公民情報の集約及び提供の共有基盤構築 

 

・災害関連情報を市町村レベルの拠点に集約 

・遅滞なく適切な経路で避難誘導 

・避難所からの要望に応える救援物資輸送 

・平時は地域コミュニティーにより運営される情 

 報拠点 

地域ITS情報センター 

 

・災害時には被災者への移動型の情報、避難 

 拠点、平時は高齢者への安全安心サービス 

・ EV化したバス及びバスステーションによる災

害時の通信装置運用、電源供給 

移動型災害拠点の形成 

◆ 公共機関・民間情報の災害時における公開、連携、基盤整備 

◆ 救援活動、避難誘導等で住民に情報を提供する情報拠点づくり 

    地域ITS情報センターを整備し、非常時等は住民にきめ細かな情報を提供。 

◆ 被災住民の情報過疎化、孤立化を防ぐ移動型災害拠点の形成 

    EVバス及びステーション等、公共交通機関網の情報高度化 

災害時における公共・民間情報連携 

クラウド的に情報を結合 

公共機関/施設管理者 自 治 体 

住民の 
生活情報 

気象・道路・
河川情報 

プローブ情報 
（交通情報） 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報 

マイカー・タクシー 個人携帯端末 

安全に 
公開 
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COCN   提案１０ ヘルスモニタリング技術と実装 ① 

 社会インフラ構造物の劣化/損傷度を評価し、安全性を判断するヘルス 

  モニタリング技術の開発、実装 

    政府全体のプログラムディレクターを設置。評価・解析技術の高度化に資するデータ 

    集約基盤を構築。長期にわたる基盤研究、要素技術開発、パイロット事業を実施 

 大地震などの自然災害に備え、ヘルスモニタリング技術を活用した危機管理体制の検討 

ヘルス 

22 

実  装 

センシング/
評価技術の
標準化 

ヘルスモニタリング技術の開発 



COCN  

 

 
 

 

 
 

システム実装のイメージ 

 

・専門技術者に頼っている目視点検・確認主流の体制から、データ解析による損傷の認識等を含む 
 ヘルスモニタリング主体の地震時等危機管理体制へ移行 
・災害発生直後、迅速かつ科学的、定量的に構造物の異常の有無、程度を検出し「供用中止」等の 
 初期対応を迅速に実施 
・データの蓄積、集約により二次災害の防止、迅速な供用再開及びその後の恒久的な供用に向けた 
 補修・補強対策のための情報を提供 
 
 

危機管理体制の検討 

研究開発体制（案） 

・関係府省共同プロジェクトでの実施 
 （内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

・政府全体の研究を統合するプログラムディレ 
 クターを設置 
・基盤研究、要素技術開発、パイロット事業を 
 並行して実施 
・産学官の連携と分野融合による開発体制 

・事後保全から予防保全へのシフトに貢献 

・維持管理コスト低減とインフラ長寿命化 
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 提案１０ ヘルスモニタリング技術と実装 ② 

基礎研究＝技術高度化のサポート 

技術 
提供 要求 

分野融合（産学官の連携）によるシステムの標準化 

計測技術の 
 技術開発促進 

計測技術の 
 技術開発促進 

計測技術の 
 技術開発促進 

フィールド提供によるパイロット事業の推進 

技術 
提供 要求 

技術 
提供 要求 

点検･計測 

情報処理 

解析･評価 
In-situ Measurement

伝送 

データ処理 

気象条件 
荷重条件 

光ファイバ 
MEMS 
ワイヤレス 
AE 

補修補強 

新規構造物の 

設計へ反映 



COCN   提案１１ ＰＦＩ/ＰＰＰの制度改善と一層の活用推進 

事業創成と適切なリスク分担 
 

・防災への取り組みを積極評価する仕掛け、 
 ‣防災の事業投資に対して税額を控除する 
「社会投資ファンド」の創設 

 ‣自治体の事業目的別歳入債権(ﾚﾍﾞﾆｭｰﾎﾞﾝﾄﾞ) 
 ‣市場での調達金利を有利にする防災格付け 

資金調達等の円滑化・多様化 

 

・公共インフラの物理的健全性を示す工学的な 
 データ、財務会計データ公開の仕組みの整備 
・国際標準に準じたガイドライン、ヘルスモニタリ 
 ング技術と一体化 

インフラデータの公開とガイドライン整備 

◆ 官民の適切なリスクを踏まえた事業創成 

     インフラファンド等を活用して事業を組成、需要変動など官民がリスクを適切に分担。 

◆ 資金調達等の円滑化、多様化 

     社会投資ファンドによる防災の事業投資に係る税額控除、レベニューボンドの制度化、 

          防災対応力の高い企業への防災格付けと優遇金利。 

◆ インフラのデータ公開とガイドライン整備 

     インフラの財務・会計及び健全性等を示す工学的データの公開、アセットマネジメン 

     ト情報提供及びガイドライン整備、民間の資金調達に対する公的保証の環境整備 

・不可抗力 
・外部要因による 
 需要変動等 

官側のリスク分担 民間のリスク分担 

・料金収入 
・ｺｽﾄｵｰﾊﾞｰﾗﾝ 

平常時に事業回
収可能な部分 

災害時に重要な
機能の部分 

レジリエントなインフラの構築 

補助金 ｲﾝﾌﾗﾌｧﾝﾄﾞ 
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COCN  

 

1.地震リスクの評価作業の促進 
 -地震動（長周期地震動を含む）リスク、 
 津波リスク、液状化リスク、側方流動リスク- 
2.国のガイドライン（どの程度のリスクに対  
 して何を守るべきか）の策定 
3.対策を講じる事業者への税制、補助など  
 のインセンティブ供与、港湾全体のレジリ 
 エンス向上の社会的意義も配慮  
4.国・地方公共団体の公的インフラ整備と  
 の協調、近隣事業者との共同事業 

 提案１２ 産業・エネルギーインフラのレジリエンス向上 

臨海部の工場・事業場の地震リスクに対す
る総合的な制度的枠組みの構築 

工場・事業場の分散化投資に伴う税制、補
助などのインセンティブ供与 

石油製品の生産・配送・販売拠点の災害対
応能力強化投資への支援 

自家用発電設備への投資促進助成、発電
設備の効率向上の技術開発、制度制約の
緩和 

品種別取扱貨物量 

エネルギー関連取扱貨物量 

臨海コンビナート等の工場・事業場に対する 
総合的な政策的枠組み 

三大港における取扱貨物量の割合 
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COCN   提案１３ サプライチェーンのレジリエンス向上 

 ネットワークの視点を重視した政策の導入  
サプライチェーンのレジリンエンスの向上のためには、ネットワーク又は 
グループの視点が重要であることが、復旧・復興の過程で顕在化。 
中小・中堅企業のグループ単位での自主的な取り組みを促す 

 
◆  グループ単位で事業継続計画（BCP）を策定に対する支援措置  

 平時からグループ単位での協力を促す、部分最適ではなく全体最適を指向 

 グループ単位BCPのガイドラインの設定、個別よりも優遇する支援措置の実施 

◆  「サプライチェーン回復支援システム」の開発と実装 

        ウエブ工学を用いて、中小・中堅企業が、大量の情報の中から、適切な部品・   

     材料の調達や販路の代替先企業を探索することを支援し、自発的な回復力を   

     高めるシステムを開発・公開する 

◆   公共インフラに関する災害リスク情報データベースの構築・公開企業の 
     経営判断に、公共インフラのリスクを適切に織り込むことを支援 

浜松のネットワーク 
構造の可視化 
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 提案１４ 電力供給における化石燃料の高効率利用 

ベース電源の供給力不足を石炭等の化石燃料の高効率利用により補うことが重要 

 
石油は中東の産油国が多くを占め、熱量 
 当たりの価格がLNGや石炭に比べ高いが、 
 調達の弾力性や出力の調整力は高い。 
 

ＬＮＧは広く世界に分布し環境性に優れる 
 が、長期契約が多く調達の弾力性が低い。 
 

石炭は、埋蔵量が多く広く世界に分布し、 
 価格が最も安い。調達も安定している反面、   
 環境性でやや劣る。 

◆ 石炭火力の環境アセスメント手続き審査の適正化 

     低廉で安定調達が可能な石炭を燃料とする石炭火力の導入促進に向けた、環境アセ
スメント手続きの適正化(ＢＡＴ[Best Available Technology]評価の基準明確化等) 

◆ ＬＮＧの低廉かつ安定調達に向けた環境整備 

     日本買主が関与する案件への融資･出資･債務保証、輸出許可等について政府レベル
での働きかけ等、資源外交の強化 

◆ 火力発電所の高効率化(ＣＯ2排出量削減･熱効率アップ)に向けた技術開発の支援 

     将来に向けたクリーンコールテクノロジー及びＬＮＧ火力リプレースに向けた開発支援 

化石燃料の主な特徴 石炭火力の高効率化開発の例 
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 提案１５ エネルギーネットワークのレジリエンス向上 

災害時のエネルギー供給支障を回避するため電力・天然ガスのネットワークを強靱化 

◆ ＦＣ増強、系統増強に対する国の支援 

      ＦＣ(周波数変換システム)の増強に向けた規制緩和や財政支援に係る官民協力の在り方検討、
風力連系系統(北日本地域)の増強に向けた支援 

◆ 天然ガスネットワーク連携の推進に対する国の支援 

   異なる国土軸間や異なる地域間のパイプライン連携に向けた規制緩和や財政支援に係る官民
協力の在り方検討 

◆ 大規模災害時の産業・エネルギーインフラ設備の迅速復旧に向けた関係機関との 

   連携強化、被災地域における迅速復旧活動に対する国･自治体から特例的な支援 

天然ガスパイプラインの整備状況 連系強化マスタープランの概要 

電力システム改革専門委員会  「地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会中間報告より」 
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COCN   提案１６ エネルギー需給調整能力の拡大 

再生可能エネルギーや分散電源の導入と電力系統全体及び地域の安定性を、平
常時はもとより非常時にも有効かつ効率的に機能する需給調整システムの実現 

◆ 非常時における「スマートな需要抑制」のための電力需給制御技術の開発と実証 

◆ 平常時における「スマートな節電」のためのスマートグリッド技術の開発推進 

◆ スマートメーター導入支援（補助金）の新設、HEMS/BEMS導入支援（補助金）の拡充 

技術課題 

非常用発電機

系統電源

コジェネレーション

再生可能エネルギー

需給システム

スマートメーター

蓄電池

非常用負荷

負荷平準化

省エネルギー

操業シフト

負荷実態把握

【非常時】
（停電時）
●自立運転

●ＢＣＰ

【平常時】
●省エネ
●省ＣＯ２
●低コスト

供給システム需要システム 需給システム

デマンドレスポンス

国際標準化

需給調整システムの構築 
 
 
 

電力系統 
への貢献 

地域への 
貢献 

 

 
平常時 

再生可能エネル
ギーや分散電源を
負荷平準化や周波
数変動抑制に有効
に活用 

地域内の需要管理
の徹底により「ス
マートな節電」を実
現 

 
非常時 

供給力不足に直面
した際、需要家情報
に基づき、高度な制
御により、「スマート
な需要抑制」を実現 

系統電力の供給に
制約があった場合
にも、地域内の再生
可能エネルギー等
の活用により、自立 
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COCN  提案１７ 情報インフラ・機器のレジリエンス向上 

 通信ネットワーク強靭化の設備増強に呼応した省エネ通信機器導入促進 
税制の創設 

 インターネット相互接続ポイント（IX）やデータセンターの都心部への集中を 
是正し、地方分散化を促進するための補助金支給や税制優遇等の支援措置 
の創設 

 
• インターネット相互接続ポイント、データセ
ンターの都心部一極集中による脆弱性 

• 国家安全保障面で分散化が必要であり、
かつインターネット全体の通信の安定化
にも貢献する 

 
 
• 東京圏外におけるインターネット相互接続
ポイントやデータセンターの設置・運営に
関わる事業者への補助金支給や税制優
遇等の支援措置の創設 

 

 
• 通信システム強靭化のための設備拡充
により消費電力の増加が見込まれる 

• 低炭素化に向けた省電力化が必要 
 
 
• 業界ガイドラインの評価基準等に基づく
省エネ情報通信機器の導入について、
政府の財政支援・税制優遇により省エ
ネ情報通信機器の導入を支援し、グ
リーンICT化を促進 

省エネ機器導入促進 地方分散化促進 
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COCN   提案１８ サイバーレジリエンスの向上 

サイバー攻撃、標的型攻撃に対するクラウドシステム等の防御技術強化及び継続的な
研究開発の実施 
 

情報セキュリティ脆弱性の重大な要因となるヒューマンファクタ（知的特性）の科学的な研

究及び人的判断から機器（ソフトウェア）による自動判断への移行を支援する研究開発 

  
• サイバー攻撃対象の拡大に対して幅広い検討

が行われている 
• 特定の技術だけに頼るのでなく、基礎研究レベ

ルから技術と人材の蓄積が必要 
 
 
 
• 従来指定されてきた重要インフラに加えて、デー

タセンターを含むクラウドシステムの防護策を講
じるべき 

• 大学や国の研究開発法人等を主体とした長期
的かつ抜本的なセキュリティ技術の開発と民間
との協力 

 
 

サイバー攻撃対象の広がりへの対処 
 
• 情報の安全に関わる事故の大半は人間の過
失（ヒューマンエラー）や人間の特性（ヒューマ
ンファクタ）によるもの 

• 人間の知的特性を科学し、エラーを低減する
ための技術開発が必要 

 
 
• ヒューマンファクタ研究に基づき、間違えにく

いヒューマンインターフェースの開発や組織
判断を下す仕組み及び制度に関するガイドラ
インを整備し、情報システムの開発や運用に
活かす 

• 安全性に関する標準規格の制定や自動判断
の導入に伴う責任に関する議論の開始 

ヒューマンエラーへの対処 
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COCN   提案１９ 非常時の情報利活用のための基盤整備 

災害対応情報等の住民への迅速かつ正確な情報提供に向けた統合情報管理 
環境の整備 

防災・減災強化のためのオープンデータ環境整備の推進と非常時における個人 
情報保護法の解釈・運用に関する検討 

非常時に大量のトラフィックが突発的に発生した場合にも、円滑に通信できる 
ネットワーク仮想化の技術開発及び災害対応情報を統合管理する仕組みの構築 

 

• 公的機関の情報を広域連携で活用する仕組
みと、非常時の個人情報活用に関す制度整
備が必要 

 
• 省庁横断でのオープンデータ環境の実現 
• 非常時の個人情報保護法の解釈・運用に関
する政府・自治体での検討 

 
• 災害時・非常時に必要な情報が、個々のインフ

ラ事業者、地方自治体、府省等に分散されてい
る 

 
 
• 各種センサーの標準化と広域配備 
• センサー情報、ソーシャルメディア情報の自治

体クラウドでの収集・分析・配信 
• 自治体クラウド間のバックアップや連携運用に

必要な技術開発、標準化、フィールド実証及び
運用支援 

防災・減災のためのオープンデータ環境等 災害時対応情報の統合管理 

 
• 大規模災害時に大量のトラフィックが発生した
場合に対応可能なネットワークが必要 

• ビッグデータ活用における技術課題の存在 
 
 

•  ネットワークを仮想化し、柔軟な設定・運用を
可能とする基盤技術の研究開発 

ネットワーク仮想化を実現する技術開発 

*ネットワークの仮想化： 
ネットワーク機器の物理的な構成にとらわれず、通信 
トラフィック等に応じて最適な処理を実現する技術 
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COCN  

 
• 厳密な本人確認ができること 

（実在性と同一性が確認できる仕組み
であること） 

• 情報の取り違え等が起こらないように、
できるたけ単純な仕組みであること 

• 本人特定方法による情報連携は、本人
の同意を得ること 

• 緊急時・非常時に備え、多くの関係者
が、迅速に情報を取り出せること 

• 本人に付随する情報については厳格
に管理する仕組みであること 

• 個人特定方法に紐付く情報連携は、医
療等分野における情報の機微性から
十分考慮して行うこと 
 

 提案２０ 非常時にも有効な医療等分野における 
                   幅広い情報連携の実現 

高齢化社会において、医療等分野（医療・介護・福祉）で共通的に個人を特定し、情報
連携ができる仕組みの導入は、非常時において極めて個人の健康維持に有力なインフ
ラとなる。 

医療等分野で想定されるサービス 個人特定の管理 
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無人化施工システム技術開発 

 防災ロボット、無人化施工システム、インフラ点検・メインテナンスロボットの技術開発 

 テスト・運用フィールドを有し、実証試験、要員訓練を行う「防災ロボットセンター」の設置、
標準化、適正な規制など実際の導入実現への環境整備 

防災ロボット技術開発 

①遠隔現場へのアクセシビ リティ向上
（特に、超小型軽量飛行体、登壁ロボ、
狭所探査ロボ） 

②ロボットによる現場悪影響の防止（特
に、防爆技術・規格） 

③無線通信・有線通信の問題点解決 
④遠隔状況認識・知能化・自動化 
 

  災害対応ロボットと運用システム①  

 
 
 
 
 
 
 
 

インフラ点検／メンテナンス
ロボット技術開発 

①ショベル系建設機械（災害発生後、最
初に現場に入り走行路の確保障害物
撤去を行える高機能車、復旧作業を
安全かつ効率的に行える高度情報化、
高度な安全性の確保と作業効率の向
上） 

②水陸両用運搬車両（津波等の災害復
旧に際し、陸上から浅水深域に侵入
可能な運搬車両、土砂災害等に際し、
一般の運搬車両が走行できない場所
に侵入可能な運搬車両） 

①難アクセスエリア（高所、狭隘、悪性
ガス等）へ のアクセスを含む、複合型
アクセス・シーズの開発 

②移動体防爆基準の策定と移動ロボッ
ト防爆技術の開発 

③壁面移動技術の開発 
④システム化と規格化・標準化、汎用化
とコスト削減 

⑤悪環境に適用可能にする機能拡張 
⑥防爆機能の認定なども必要 

自然災害や社会インフラ・設備事故への備え 
• 自然災害（地震，台風，火山爆発など）の脅威 
– M７クラス首都直下型地震発生確率：50%(4年以内) 
• 人工災害の脅威 
– 社会インフラ（トンネル，道路，橋梁，等）の老朽化 
– コンビナートなどの設備事故の増大 

東日本大震災・福島原発事故への対応 
• 被災者探索・災害対応活動支援 
• 福島原発の緊急対応・廃炉措置 
• 除染を含む復旧・復興 
• 今後の災害・原発事故に対する備え 

人が行うことが困難・不可能な作業・環境が多数存在／作業の効率化 

ロボットや遠隔操作機器の導入・事業化／ロボット産業育成 
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COCN   災害対応ロボットと運用システム②  

①基盤技術研究、高度実用化研究などのプロジェクトの実施と研究開発拠点の設置 
②コンテスト形式によるソルーション創出・ システム化技術開発 （例:DARPAチャレンジ） 

① テスト・運用フィールド・モックアップの設置とそこ
での実証試験・オペレータ訓練 

② 防爆性・耐放性・耐久性・安全性などの機能評
価・認証 

③ ロボット技術情報の集積化・一元化管理・提供 
④ 災害時の緊急時対応 

平時の使用・訓練・準備 

防災ロボット運用 

フィールド・モックアップ 

有事の使用 

災害現場 

基盤技術研究，高度実用化研究 
ソルーション導出 

システム化技術開発 

施工事業，除染 
設備・社会資本のヘルスモニタリング・ 

点検・メンテナンス 

研究開発 
成果導入 

実用性 
評価結果 

配備投入 

研究開発 

防災ロボット 

研究開発拠点 

防災ロボットセンター 
ロボットの運用管理・統括 

有事の際の司令塔 

ロボットの防爆性・安全性等の 

評価・認証 

機能評価施設 
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研究開発 

①開発と使用の継続的循環を考慮した戦略
設計 

②ロボットの機能評価・インタフェースの標準
化活動 

③規制緩和・規制強化・税制などの環境整備 

事業化の推進 防災ロボットセンターの設置 



COCN  

１．企業での戦略的取り組み 

・リスクに対する意識改革 

・システム的アプローチによる対応能力の強化  

 

２．政府全体での取り組み 

・総合化された政策体系の樹立 

・競争力が「Growth」と「Resilience」で評価される時代。 

  成長戦略の中核へ位置づけ、日本経済再生の柱とする 

 

３．課題先進国としての国際的責任と貢献 

・グローバル化に伴う新興国のリスクとレジリエンスへの関心 

・日本の技術や経験を展開する国際的責任と貢献 

 

４．イノベーションを通じた課題解決 

・科学技術の振興、民間企業の活力や創意工夫を促す環境整備 

  

 

    まとめ 
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平成 25年 5月 23日 

UR都市機構 

震災復興支援室 

 

震災復興支援と防災まちづくりの取り組み 

 

１ ＵＲ都市機構の震災復興支援 

 

① 阪神・淡路大震災：住都公団内に震災復興事業本部（最盛期 266人体制）を設置 

（1995年）  （18,600 戸の復興住宅建設、再開発 14 地区、区画整理 4 地区） 

 

② 新潟県中越地震、福岡県西方沖地震、新潟県中越沖地震での復旧復興支援 

（2004年）   （2005年）   （2007年） 

 

③ 東日本大震災 ：東北 3県に 311名体制で復興支援（別紙）（5月 1日現在） 

（2011年） （20市町村、市街地整備 24地区、災害公営住宅建設要請 2,143戸） 

 

 

２ 今後想定される災害に備え 

 

① 復興まちづくり支援組織 

今後想定される災害においても、迅速な復旧・復興のため、被災自治体の復興まち

づくりを支援する組織（特に事業ノウハウのある技術者集団）が必要 

 

② 人口減少・高齢化地域での震災復興 

コンパクトシティ 

 やむを得ず高台に分散した住宅地の生活支援 

 

③ 地域の防災拠点づくり 

災害公営住宅の建設と併せ地域の防災拠点を整備 

 

④ 「津波に強いまちづくりの検討に係る手引き」を策定 

国をはじめとする各機関の津波防災に関する指針・対策等をとりまとめ 

地方公共団体による地域に即した計画づくりの際に活用いただける手引きを策定 

 

 

＜参考＞密集市街地の防災性の向上 

 

○延焼危険性又は避難困難性が高く、地震時等に著しく危険な密集市街地 

（全国に約 6,000ha存在） 

○建築物の不燃化と避難路及び緊急車両進入路の整備等が喫緊の課題 



  

１ 大槌町 東日本大震災津波復興計画   

町方地区【震災前】 

1 

１．安全で安心して暮らせるまち 

２．地域で町民が寄り添い支え合うコンパクトなまち 

３．多様な交流と連携で産業が興る活力あるまち 

４．豊かな自然産業や景観形成に配慮した美しいまち 

５．地域に対する誇りや愛着を大切にするまち 

□まちの将来像 

『海の見えるつい散歩したくなるこだわりのある「美しいまち」』 

○将来像の実現に向けたビジョン    

位置図 

町方地区【復興計画】 

大槌小学校 
（現仮庁舎） 

国道45号 
県立大槌病院 

JR大槌駅 

大槌町役場 

出典：国土地理院 
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 津波避難機能を含む複合施設 
 ・津波浸水地のため、地域の一時避難場所としても整備 
  日常利用を促し容易に避難できるよう計画 
 

 ○ １階非住戸、雨水流出抑制による浸水対策 
 ○ 福祉施設の充実：高齢者生活相談所 
 ○ ２階レベルへの保育所設置 

所在地  ： 宮城県多賀城市 
地域地区 ： 第一種住居地域   
敷地面積 ： 約1.7ha   
構造階数 ： ＲＣ造 4～6階建  
戸数   ： 160戸（1LDK～3LDK） 
ｽｹｼﾞｭｰﾙ ： 平成25年度着工 
      平成26年度完成・入居予定 

（整備イメージ） 

地図使用承認©昭文社第53G125号 

多賀城市 

仙台駅 
桜木地区 

（位置図） 

２ 地域の防災拠点となる災害公営住宅（１）（多賀城市桜木地区） 

H23.3.11の 

津波高さ 

約2m 

避難スペース（屋上） 
※防災倉庫設置 

コミュニティデッキ
（2Fレベル） 

保育所 
雨水貯留槽 

（断面構成） 
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 津波避難機能を含む複合施設 
 ・津波浸水地のため、地域の一時避難ビル及び避難所としても整備 
 ・日常利用を促し容易に避難できるよう計画 
 

 ○ 団地及び周辺地域居住者を対象とした避難所兼集会所 
 ○ 福祉施設の充実：高齢者生活相談所 
 ○ 多世代コミュニティの交流拠点となる広場 

所在地  ： 宮城県気仙沼市 
地域地区 ： 第二種住居地域   
敷地面積 ： 約1.4ha   
構造階数 ： ＲＣ造 ６、１０階建  
戸数   ： 165戸（1ＬＤＫ～4ＤＫ） 
ｽｹｼﾞｭｰﾙ ： 平成25年度着工 
      平成26年度完成・入居 

（整備イメージ） 

地図使用承認©昭文社第53G125号 

（配置計画） 

（位置図） 

３ 地域の防災拠点となる災害公営住宅（２）（気仙沼市南郷地区） 

避難所兼集会所 

 6Ｆ 

 6Ｆ 

 2Ｆ 

 10Ｆ 

一時避難ビル 

大きな広場 

街角広場 

河川沿 
桜並木の継承 

防潮堤整備
予定区域 

南気仙沼駅 

南郷地区 

気仙沼市 



○津波に強いまちづくり計画    

■津波に強いまちづくり検討の見取り 

○基礎情報の整理 
 ・対象地域の現状（自然・社会経済・土地利用特性） 
 ・津波防災対策の現状（避難場所・避難路、防災施設等） 

○地震・津波による被害の想定 
 ・建物被害（地震・津波）／地盤状況（沈下等）／重要施設（行政施設、学校、病院等）、要援護者関連施設、 
  ライフライン等の被害（利用可否）／危険物施設の被害 等 
 ・避難場所・避難所、避難路・緊急輸送路の被害（利用可否） 
 ・被災者数・属性 

津波被災後の 
まちの復興像 

  
・想定津波による 
 被災を前提とした 
 復興まちづくりの 
 方針 

○地震・津波被害の設定 
 ・津波浸水区域、浸水深、到達時間等 
 ・震度分布 

津波から「逃げる」 津波を「避ける」 

【対策１】 
 津波から身を守れる場所に逃げる（１次避難） 
 ・避難地・避難施設、避難路等の確保 

【対策２】 
 避難生活をおくれる場所でしのぐ（２次避難） 
 ・避難所、緊急輸送路等の確保 

【対策３】 
 津波被害を回避すべき施設を守る 
 ・災害拠点的な役割を果たす施設、要援護者関連施設、 
  応急対策に必要なライフラインの被害回避 

【対策４】 
 甚大な被害が想定される居住地域等の安全性 
 を確保する 
 ・居住地域等を安全な地域へ移転・誘導 

安全で確実な避難の確保 津波に強い地域構造の構築 

○まちづくりの将来像 
 ・都市計画マスタープラン等 

・復興体制 
・土地利用、都市施 
 設、公共公益施設 
 等の計画 
・計画実現の手段 

○事前復興 
 まちづくり計画 

４「津波に強いまちづくりの検討に係る手引き」構成イメージ 
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太子堂 

西ヶ原 

十条 

東立石 
荒川 

二葉 

北沢 

根岸 

中葛西 

豊町 

弥生町 

志茂 

墨田三 

堀切 

京島 

凡例： 

    実施中地区 

    完了地区 

    (国)地震時等に著しく危険な密集市街地 

    (都)整備地域 

    (都)木密不燃化10年PJ  

     不燃化特区先行実施地区 

    (都)木密不燃化10年PJ  

     特定整備路線候補区間 

※ 色は四角枠と対応 

■従前居住者用住宅の整備 
・根岸三丁目(台東区)で完了 

・荒川二丁目(荒川区)で整備中 

■防災性の高い拠点整備 
・太子堂三丁目(世田谷区)で完了 

■防災街区整備事業 
・京島三丁目(墨田区)で事業中 

■土地区画整理事業 
・根岸三丁目中央(台東区)で完了 

■コーディネートの実施【15地区】 
・協議会運営支援、規制誘導手法検討、共同 

 建替え等の事業化支援などを実施中 

■主要生活道路の整備【7地区】  
・根岸三丁目（台東区）、太子堂(世田谷区)、 

 北沢(世田谷区)、十条(北区)、東立石(葛飾区)、 

 中葛西(江戸川区)、荒川二・四・七丁目（荒川区）
で整備中 

 ※荒川二・四・七丁目はH25年度より受託 

○東京23区における、ＵＲの密集市街地整備取組み状況（H25.4.1時点） 

・地震時等に著しく危険な密集市街地が全国で約6,000ha存在。 

・密集市街地の改善は、都市の安全確保のため喫緊の課題。 

５ 密集市街地の防災性の向上 

5 



【防街事業と住市総事業（密集型）の連携による改善効果】 

・老朽建築物の不燃化による延焼防止機能確保、不燃領域率向上 

・主要生活道路21号線の拡幅等による避難路及び緊急車両進入路ネットワークの強化 

・敷地内緑化等による住環境の向上及び新たな居住者の流入による地域活性化 

墨田区による住宅市街地総合整備事業 
 

・主要生活道路整備：延長約530ｍ 

・まちづくり用地取得：約1.3ha 

・コミュニティ住宅建設：13棟・103戸（京島地区内） 

・緑地等整備：19箇所（ポケットパーク含む） 

・耐震性貯水槽整備：13箇所・163ｔ 等  

 （平成22年３月末現在） 

 

東武亀戸線 十間橋通り

明
治

通
り

◆効果

【凡例】
■優先整備道路（整備済）
■優先整備路線（未整備）
■優先整備路線（未整備）
■主要生活道路（整備済）
■主要生活道路（未整備）
■まちづくり事業用地

押
上

通
り

曳
舟

た
か

ら
通

り

主要生活道路15号（8ｍ）

住宅市街地総合整備事業
（密集型）「京島地区」（25.5ha）

主要生活道路12号（8ｍ）

主要生活道路10号（8ｍ）
主要生活道路11号（8ｍ）

主要生活道路21号（6ｍ）

    

機構による密集市街地での面整備事業の施行 

（京島三丁目地区防災街区整備事業） 

(事業概要） 

区域面積：約0.2ha 
権利者数：17名 
法定容積率：200％ 
延床面積：約3,080㎡ 
構造・階数：RC造5階建て 
住宅戸数：36戸 
期間：平成22～25年度（予定） 
※共同利用区：特定事業参加者制度活用 

６ 京島地区の密集市街地改善 
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日本マイクロソフト株式会社 
 
牧野益巳 日本マイクロソフト株式会社 
業務執行役員 兼 社長室室長 
 
光延裕司 日本マイクロソフト株式会社 
業務執行役員 兼 官公庁事業本部長 
 
 

 
 



目標（案） 

• 東日本大震災から2年が経過する中で、回復が進

んでいる分野と進んでいない分野の格差が生じて
いる。 

• 同様の震災のみならず、様々な国家的・地域的な
危機に直面した際に致命的な被害を回避し、より迅
速的に回復を図るために必要な社会基盤を先進的
に導入する地域社会を構築することを目的とする。 

• 「レジリアンス」を実現する社会を運営していく上で、
その担い手となる住民・地域コミュニティが不可欠
であるが、人口減少・高齢化が進む被災地におい
て先行的に取り組みを進めていく。 



「東日本大震災からの学び」2012/6 参議院会館 

 

 

 
 

•平常時からの連携ネットワーク化： 

  組織やセクタを超え、緊急時での役割と権限の付与について、 

  予め想定を広げた共通認識をつくる。 

 

•緊急インフラとしてのICTの備え： 

  マルチセクター間連携実現にむけた強靭なICTインフラの拡充、 

  情報連携のためのデータの整備と標準化、法や制度の整備 

 

•一人ひとりのエンパワメント： 

  地域コミュニティーの中で  支援ネットワークを構築し、 

  国民一人ひとりのICTスキルと情報リテラシー向上を推進 



「震災復興とICTカンファレンス」提言の総括 

組織やセクタを超えたマルチステークホルダーの連携を社会に根付かせることが、大規模災害にあっ
て迅速な避難を可能にし、適切な救援・支援活動を促進します。「震災復興とICT」カンファレンス
は、次の災害に備え、『人と情報とコミュニティの連携基盤づくり』を速やかに整備することを提言
します。 

 

具体的には： 

• 平常時からのネットワーク化：さまざまな組織やセクタ(行政・NPO・医療・福祉・企業等)を超え
た連携を確実に定着させる視点に立って、緊急時における役割と権限の付与について、予め想定を
広げた共通認識をつくり、平常時からのマルチセクターにわたる人材のネットワーク化が肝要 

 

• 緊急インフラとしてのICTの備え：災害時においては、海外も含めたマルチセクター間連携を通じ
て、迅速に救援・支援活動を行えるように、強靭なICTインフラを拡充し、情報連携を速やかに行
うためのデータの整備と標準化、並びに、法や制度の整備が緊要 

 

• 一人ひとりのエンパワメント：地域コミュニティーの中で、NPOや企業等、ICT教育の専門家とと
もに、学校教育や社会教育を通じた支援ネットワークを構築し、人々が共有し・学び合うことで、
国民一人ひとりのICTスキルと情報リテラシー向上の推進が必須 

本提言の総括 



平常時からの 

ネットワーク化 

一人ひとりの 

エンパワメント 

緊急インフラとし
てのICTの備え 

本提言の概要 

行政 
（国） 

行政 
（都道府県） 

行政 
（基礎自治体） 

自治会 NPO 企業 
ボランティア､

など 
中間支援組織 

『人と情報とコミュニティの連携基盤づくり』 

 

提言1. 国民のICTスキルと情報リテラシーの向上 

提言2. 防災教育・社会福祉教育の強化 

提言3. 公民館の“地域のつながり”拠点化と防災訓練 

提言4. 地域のICT人材のネットワーク化と災害時におけ
る役割と権限の付与 

 

提言1. 行政データのクラウド化と広域連携の促進 

提言2. 情報連携のための、オープンデータ基盤の整備と
多言語化 

提言3. 被災現場（基礎自治体）と迅速に“つながる”応急
配備の体制整備 

提言4. 避難所となる小学校、公民館、或いは、仮設住宅
におけるICT環境の拡充 

提言5. 防災情報共有のためのプラットフォームの構築 

提言1. 情報統括組織の設置。役割と責任、指揮命令系統
の明確化 

提言2. 企業と民間の行政連携における基盤整備 

提言3. 平常時からのICT支援組織のネットワーク化 

提言4. ライセンス許諾先以外の一般利用への対応 

提言5. 地域主権と自立をサポートする為の予算配分と執
行 

提言6. 個人情報の適切な理解と運用 



 
 
 
 
 
 
社会投資効果 

 
 
 
 
 
 
実施地域 

4.46倍 

６ヶ所 

 
 
 
 
 
 
就労支援講座 

300回  
 
 
 
 
 
修了人数 

851名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
求職者の就労率(※) 

45％ 

※修了者のべ851名のうち、求職中の方は426名。うち就労された方は193名 

必要なICTリテラシー：東北UPプロジェクト 
ITスキル講習と就労支援プログラムによる被災者の雇用可能性向上 



「東北UPプロジェクト」第三者評価 

実施主体： 
ビズデザイン株式会社 
 

SROI（社会投資効果） 
• 投資効果：4.46 
• 中間報告貨幣価値推計：7,555万5000円 

 
見えてきたインパクト 

- 行政：行政の仕組み（サポートステーション、緊急雇用）を活用
して火消し対応を行っていた中で）支援の仕組みが構築された。 

- 地元NPO：支援モデルの強化につながった。NPOの業務効率化
(基盤強化) 

- 被災者：孤立防止、就労先が見つかった、就職の選択肢が広がっ
た。 



山梨 絆ネットワーク：行政・NPO・住民 
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災害時における活動内容について 

災害時における活動内容 

● マイクロソフトが災害時における覚書（MEMORANDUM OF UNDERSTANDING MICROSOFT DISASTER 
RESPONSE）の合意内容に基づき、災害時に実施する活動として想定されている活動の概要 

● マイクロソフトが提供を想定する災害時の支援（DISASTER RESPONSE）は、下記に限らず必要に応じて
提供可能 
 

主な施策概要 提供想定製品 補足 

1 
災害時のコミュニケーションの支援 Office 365 

• 災害発生時に、職員間および、外部関係者との情報共有、連絡、連携を円滑に実現す
るための手段としてクラウドサービスによる電子メール、掲示板・ポータル、Web会
議の機能を提供する 

     
                         

2 情報発信の継続 Windows Azure 

• 災害時の自治体の情報発信手段としてのWebサイトを補完するため、クラウドサービ
スによるキャッシュサーバー、ミラーサイトの設置および展開を支援する 
 

                       

3 クラウドを活用した職員/住民の安否確認 Windows Azure 

• スマートフォン、デバイスによる、職員の安否確認を行う手段として、日本デジタル
オフィス株式会社の協力によりクラウドで提供されている仕組みを利用可能とする 

協力企業： 
日本デジタルオフィ
ス株式会社 



提言：平常時からのネットワーク化 

6.個人情報保護法の
適切な理解と運用 

3．平常時からのICT

支援組織（業界団
体・NPO・企業）の
ネットワーク化 

4．ライセンス許諾先
以外の一般利用への
対応 

5．地域主権と自立を
サポートするための
予算配分と執行  

 中央政府において、個人情報保護法の例外規定に則り、「災害時要援護者の避難支援のガイドライン」もし
くはこれに規定された内容について、各自治体において実行できる具体的基準を示した通知等を発行する。 

 基礎自治体（市町村）において、平常時より災害時要援護者情報の収集とカテゴリー分を実施し、外部との
共有（適格主体の判断）の為の事前協定を締結しておく。 

 事前協定の締結手続（現在は各自治体が設置する審査会の判断により締結先が選定される等）の簡素化を行
う。 

 

 

 企業・NPO・業界団体等の連絡組織を予算も含めて恒常化していく。 

 その際には、ICT機器提供におけるガイドラインの整備（例：税制優遇等）を行うことによって支援体制
の持続性につなげる。 

 

 被災者や救援・支援活動にかかわる主体が、震災時に機動的にICTを使えるように、一定の条件下ではソ
フトウェア等を一般使用できるなど、平時よりライセンス体系を整備しておく。 

 住民に最も近い基礎自治体（市町村）が、平時よりNPOや中間支援組織などさまざまなセクターと連携
し、地域のことは地域で行うことができるよう、国の予算の配分と執行のあり方を見直す。 

 委託関係のない主体間（例：行政と特定企業）における情報連携の可能性を念頭におき、非常事態にお
ける情報共有（①委託する情報の範囲、②委託する上での承認権限等）の仕組みを平時より準備してお
く。 

2．企業と民間の情報
連携における基盤整
備 

1．情報統括組織の設
置。役割と責任の明
確化 

 大規模災害にあっては、迅速に“情報”を収集し、適時に状況判断を行い、適切な救援・支援活動を展開す
ることがカギであることを踏まえ、行政内（総合調整を行う国や都道府県、被災地方公共団体）に、大
規模災害時において、組織横断的に専ら“情報”を取り扱う統括組織を置く。 

 各関係機関の役割と責任、関係機関間の指揮命令系統を明確化する。 



提言：緊急インフラとしてのICTの備え 

2．情報連携のための、 

オープンデータ基盤
の整備と多言語化 

1．行政データのクラ
ウド化と広域連携の
促進 

 セクター横断的な情報の交換と共有を可能にする為に、テキストデータの語彙を整理・構造化して、標準
化するモデルを構築する（例：米国政府の国家情報交換モデル NIEM; National Information Exchange 

Model）。 

 海外からの救援・支援の可能性も念頭に、外国政府との相互連携の可能性を担保した基盤作りを行う。 

 行政データをクラウド化することによって、行政情報のバックアップを行い、物理的なリスク分散を行う。 

 複数地方公共団体共同でクラウド化することによって、広域連携を促進する 

 罹災証明や各種制度申請のフォーマットをICT化・標準化し、国、都道府県、市町村において共通化する。 

3．被災現場（基礎自
治体）と“つながる”応
急配備の体制整備 

 

 発災後に、被災現場と被災地方公共団体、総合調整を行う国や都道府県が迅速に情報を収集して、救命・
救援に当たれるように、電源と衛星電話／防災無線を応急配備するなど、“つながる”環境を機動的に整備
する体制をつくる。 

 大規模インフラの整備とともに、基礎自治体ごとに環境を整え（自治体クラウド）、災害時にあわせての
設計思想（BCP）も取り入れて、平時からリスクを分散しておく。 

 

4．避難所となる小学
校、公民館など地域
拠点におけるICT環境
の拡充 

 避難所となる小学校や公民館などの地域拠点、或いは仮設住宅においては、災害時に迅速かつ有効にICT

利活用環境（インターネット接続は不可欠）を整えられるよう平時より整備し、ICT機器を使うことので
きる人員を配備する。 

5．防災情報共有のた
めのプラットフォー
ムの構築 

 阪神・淡路大震災、中越地震、そして今回の東日本大震災における震災の教訓と復興への道筋を次の世代
に受け継げるよう、様々なセクターがそれぞれの知見と情報を持ち寄り、共有できるウェブ上のプラット
フォームを構築し、継続的に発信する。 

→これは、震災を風化させないばかりでなく、日本から世界へ発信していく重要な知見である。 



提言：一人ひとりのエンパワメント 

1．国民のICTスキル
と情報リテラシーの
向上 

2．防災教育と社会 

福祉教育の一体化と
強化 

3．公民館の“地域の 

つながり”としての拠
点化と防災訓練 

 国民一人ひとりが、情報を集め、的確に判断し、発信・共有することで、他者と連携しての課題解決ができ
るICTスキルと情報リテラシーを身に付ける 

 子ども達が災害時に適切な行動を取れるよう、小学校のカリキュラムに防災教育を取り入れる（例：釜石の
教育委員会で実践されていた防災教育の内容をデジタルコンテンツ化することで、より多くの子供たちが触
れられるようにする） 

 子ども達を中心に、地域の人たちが触れ合い、ともに次期災害に備えられるような“つながり”を基礎自治体
毎に構築していく（地域の社会福祉教育）。 

 災害時に避難所となるような公民館等の社会教育施設は、被災者がつながり、適切な支援を受けられるよう
に、平時から地域の“つながりの拠点”として活用する。→このことは、住民福祉の向上や地域コミュニティの
維持・再生にもつながる。 

 住民が集い、地域における災害対策を考え、その地域に応じた避難所・ボランティアセンター運営マニュア
ルを作成・共有し、防災訓練を実施していく。 

4．地域のICT人材の 

ネットワーク化と災
害時における役割と
権限の付与 

 避難所や仮設住宅、ボランティアセンターにおいて、初期のICT環境整備をサポートしたり、ICTの使い方を
教えることができる人材（地元のICT企業、エンジニアやデベロッパー、情報学部の学生など）を、各地方自
治体ごとにネットワーク化し、柔軟かつ機動的な支援体制を整備する。 

→重要な点は、新たな「役職」をつくるのではなく、災害時における支援ネットワークにおいて、一人ひとりの
プレイアーの役割と権限とを明確にし、柔軟に対応できるように準備しておくことである。 





震災復興とICTカンファレンス 



防災情報社会デザインコンソーシアム 



 

災害時に関する協定等についての参考資料 

岡山県 



クラウドサービスによる災害情報の共有 

② 関連機関との情報共有 ① 職員間の情報共有 

 災害対策本部の情報
共有の一元化 

 庁内と関連団体との
情報共有場所として
の活用 

職員 
（庁外） 警察 

 避難誘導に必要な手引
書等、災害対応時に必
要な情報・マニュアル
類を一元管理、いざと
いうときに確実に参照 

庁外災対ポータル 

庁内災対ポータル 

• 災害時でも参照可能なクラウド上のポータルサイトにて、① 職員用の緊急時情報を一元管理し
て確実に参照可能とします。② また、災害対策本部等を中心に、関連各機関（庁外の関連組
織・警察・消防等）と連携する際に活用できる情報共有ポータルを立ち上げることもできます。 

• ポータル内の情報は、手元の PC や タブレットなどのデバイスに同期を取って保持しておき、回
線が全く絶たれている状況でも、部分的に情報を参照することが可能です。 

職員 
（庁内） 

職員間の情報共有に限定したサイトと、外部関連機関
との情報共有サイトを併設し、連携させることが可能 

消防 

支援団体 
（NPO 
等） 

参考 

Online 



クラウドサービスによる連絡連携手段 

• 災害時でも利用可能なコミュニケーションインフラを庁内ネットワーク、もしくはクラウド上に
常設。場所や利用端末を選ばず、確実な即時コミュニケーションを実現し、災害時いざというと
きの関係者間での連絡や情報共有を支援します。 

 IP 電話・インスタントメッセージで、
即時性の高い通信を確保。 

 遠隔地や自宅の職員・関係者も、イン
ターネット経由の個別連絡手段を確保。 

 外部との連絡に重要な固定電話を、
必要な場所に必要なだけ素早く増
設。 

 連絡可否や在/不在は、プレゼンス
の目視で瞬時に判断。 

本部 
関係機関 

自宅など 

 機動力のある通信手段を、携
帯電話だけに頼らない体制を
構築。 

※構内交換機（PBX）との接続はオンプレミス型のLync Serverに限ります。 

参考 

Online 



Azure上の 
Webサーバーミラー 

データセンター 

 
 
 

持ち出しPC 

 
 
 

自宅PC 

 
 
 

携帯 

外部向けWebサーバー 

インターネット 

 
 
 

スマートフォン 

Azure上の 
Webサーバーミラー 

Azure上の 
Webサーバーキャッ

シュ 

参考 

負荷に応じてイン
スタンスを追加 

負荷集中時にキャッシュサー
バー、ミラーサイトへの誘導
ページを表示 



参考 

【coco-doの利用イメージ】 



http://www.coco-do.com 

【coco-doのグループビューの利用イメージ】 









資料１ 牧野氏・光延氏提出資料２ 
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東北 UP プロジェクト 第三者評価報告書サマリー 

 

• 日本マイクロソフト株式会社の「IT を活用した東北就労支援プロジェクト」（以下、当事業）の成果を評価

した。具体的には、成果を可視化し、その成果を貨幣換算化した上、かかった費用と貨幣換算化された成

果を比較し、費用対効果を測定した。 

• その評価方法は、欧米でソーシャルビジネスのパフォーマンスを測る手法（経済的収益に加えて社会的収

益にも着目し、事業を評価する）として活用されている SROI（Social Return On Investment）を採用した。  

• 内容の詳細については、報告書本紙を参照。下記、URL から閲覧可能。  

http://www.biz-design.co.jp/blog/20130315/ 

 

  評価データの収集方法と推計方法 
 

■グループインタビューにて定性的情報を収集し、アンケート調査にて定量的情報を収集した。 

• 当事業による受講者の変化を特定するため受講者６名からインタビューを行った。それをもとにアンケ

ート項目を作成し、受講者の変化を定量的に捉えた。 

• 受講者へのアンケートは、オープン参加の一般受講者と仮設住宅の訪問支援員の仕事に従事して

いる臨時雇用者に分けて実施した。一般受講者には、講座受講直後と２か月後の就労等への追

跡調査の二度アンケートを実施した。臨時雇用者には、講座受講直後の一度アンケートを実施し

た。 

• 評価数値は、２月 22 日までのアンケート回収分から変化（成果）を測定しており、アンケート未回収

者や３月末までの受講予定人数を含めて拡大推計した。 
 

■講座受講者の全体像 

【人数】 一般受講者：249 人  臨時雇用者：143 人  （講座受講延べ人数：851 人） 

【就業状況】 一般受講者のうち無業者と有業者の割合は２：１であった。（推計） 

【年齢層別割合】 受講者（アンケート回答者）のうち 77%は、40 歳以上である。 

【性別割合】 受講者（アンケート回答者）のうち 67%は、女性である。 

 

  受講者の変化と成果につながる現象 
 

■受講者の 81%は意欲が向上し、２か月後に無職だった人の 16%が就職に結びついた。 

• 一般受講者の 44%は新たな友人を獲得でき、81%は新たな講習に参加したいと意欲が向上した。 

• 一般受講者のうち無業だった人は、その２か月後に 28%は就労支援サービスを受け、61%はハローワ

ーク等で就職相談をし、16%は就職が決定した。なお、別途事務局が実施した調査では、緊急雇

用を含む受講者の延べ数の就職決定率は、45%となっている。 

• 一般受講者のうち有業だった人の 66%は事務作業が早くなり、57%はミスが少なくなり、66%は他の人

と仕事が分担できるようなった。また、37%は今より条件のいい転職が可能になり、応募できる職種の

範囲が広がった。 
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• 臨時雇用者の73%は事務作業が早くなり、64%はミスが少なくなり、61%は他の人と仕事が分担できる

ようなった。また、34%は今より条件のいい転職が可能になり、58%は応募できる職種の範囲が広がっ

た。 

 

  SROI 測定結果と受講者一人あたりの効果額 
 

■１年間の付加価値は約 76 百万円、投資額に対して 4.46 倍、受講者一人あたり約 190 千円の効果

が確認できた。 

• 一般受講者の効果額は 45,234 千円、臨時雇用者の効果額は 28,683 千円、地域 NPO（実施団

体）の効果額（outcome）は 1,637 千円となり、全体で 75,555 千円と測定した。 

• なお、受講者の合計人数は 392 人であり、一人あたりの効果額は 188 千円となった。その内訳として、

一般受講者が 181 千円、臨時雇用者が 200 千円となり、若干だが臨時雇用者が上回っている。 

• 成果につながる変化として、最も付加価値が大きかったのは、「IT スキル向上の結果、仕事の分担に

よる生産性の向上」の 20,223 千円であり、次いで「受講生のキャリアアップに関する自信の高まり」の

15,540 千円であった。 

 

  評価結果の分析と考察 
 

■SROI の観点から見たマネジメント改善に向けた分析と考察 

• 無業者に対する支援としても有効だが、パート・アルバイトや派遣・契約社員などの臨時雇用者のキ

ャリアアップとして有効である。 

⇒社会的に無業者に対する警鐘は鳴らされており、支援の取り組みは進んでいるが、その予防的施策とも

なる期限付きの労働者に対する支援の取り組みは進んでいない。その中で、当事業において貨幣価値

換算化された数値としては、無業者の「孤立の解消」よりも期間労働者の「キャリアアップに向けた意欲の

高まり」の方が付加価値が大きい。今後更なる ICT 社会の進展が見込まれる中、ICT スキルを有する人

材を育成することで、有業者を無業化させないための取り組みが求められる。 
 

• 就労支援としての機能以外に法人の起業支援、新規事業支援としての機能価値も高い。 

⇒個人の人的支援として取り組まれた当事業であったが、参加者のヒアリングにおいて、事業者から同時に

複数人受講した場合において、スタッフの IT スキルが共通化することにより、ミスの減少などだけでなく、業

務分担による生産性の向上が確認された。今後、被災地の復興や地域振興において、起業や新規事

業の展開が求められているが、その際のスタッフ育成において非常に有益に作用すると考える。個人だけで

なく、法人へのアプローチを検討されたい。 
 

• 実施団体（地域 NPO）のマネジメント能力により、事業効果は大きく変動する。 

⇒当事業は、連携する NPO の選定が非常に重要であり、実施団体のマネジメント能力が事業の成否を分

ける。一定数の有給スタッフが勤務しており、既に地域に基盤を有する NPO でないと事業の推進が困難

であると考える。実施団体（組織）だけでなく、担当する人材の実績・経験なども踏まえて、選定をする必

要性が感じられた。 
 

• PC メーカーなど他社との連携・協力により、事業効果は大きく変動する。 



                       Biz Design 20130311 

                                3 

⇒当事業のボトルネックは、受講者数の上限が PC の台数に比例することである。当事業の前年にメーカー

各社から PC の提供があり、支援の基盤が確立されたことの意味は大きい。東北復興や地域振興は、多

くの企業にとって共通の社会課題であるため企業同士の連携の素地は大きく、一層の連携が求められ

る。 
 

■復興支援や企業の社会貢献事業の観点から見た分析と考察 

• ハード面の支援が中心の復興支援において、取り組みが遅れているソフト事業で企業と NPO の協

働モデルとなった。 

⇒復興支援の初期段階において、行政の取り組みはハード面に集中する。行政が取り組むことが困難であ

るソフト事業を震災から２年目という早い段階で企業が NPO と連携（マイクロソフト社がシステムとノウハウ

を提供し、実施団体の NPO が労働力を提供）して、実施した。理念的に語られることの多い企業・

NPO・行政の連携をコミュニティや雇用に係わるソフト事業として遂行し、成果をあげたことは特筆すべき

ポイントである。 
 

• 企業のノウハウの移転を行うことにより、地域で独自に事業継続できる仕組みづくりができた。 

⇒企業の社会貢献活動において、「魚を与えるのではなく、魚の釣り方を教える」と言われるが、当事業は

まさしく次年度以降も地域 NPO が独自に事業継続をできる仕組みである。企業の支援の手が離れても

地域 NPO の事業として継続できることは地域の持続性にとって何よりの産物である。NPO のビジネスモデ

ルとして横展開を期待したい。 
 

• 企業の社会貢献活動は、行政の仕組みを活用することで、事業効果を発揮しやすい。 

⇒企業の社会貢献活動は、独自（単独）での取り組みがほとんどであるが、当事業においては行政の仕組

み（地域若者サポートステーション、緊急雇用）を活用することで、地域にある一定の基盤が有効に作用

し、事業展開が進められた。それが、初年度で成果を出すことができた大きな要因のひとつだと考える。企

業の新たな取り組みには、行政等の既存の仕組みを利用した事業展開が求められる。 
 

• 被災地の雇用が増えない限り、定住人口は減少し、過疎化が加速する懸念が大きく、地域振興の

柱である６次産業化を支える ICT スキルを有する人材の育成が急務である。 

⇒復興支援の初期段階の現状においては、ハード面の事業が集中することから土木関係の業務が雇用を

支えているが、今後ハード面の復興が落ち着くにつれ、雇用の減少が懸念される。被災地には事務職や

IT 関連職業の求人が少なく、それらの求人倍率が全体の半分程度の 0.4 前後の地域が多く、労働力人

口の流出し、過疎化が加速する懸念が大きい。被災地にはICTスキルを有している人材は多くなく、当事

業の受講者が就職先の企業で、幹部候補生となっている事例もある。長期的な復興のためには、地方

の特色を活かした地域振興の柱とも言われる６次産業化を推進する必要があり、その上でも ICT スキルを

備えた人材の育成は急務である。 
 

• 地域に基盤を持つ NPO があれば、企業等の支援を呼び込むことは容易になる。 

⇒企業や行政を結びつける役割を果たすが NPO であり、地域にそのコーディネートができる NPO の存在が

企業の支援を呼び込み、復興を早めることになる。行政（自治体）のマンパワーやノウハウに不足を感じて

おり、地域課題が山積している地域にこそ、行政・企業と連携できる NPO の存在が求められる。NPO 法

人は首都圏に集中しているが、地方にこそ上記のような役割を果たせる NPO の育成が求められる。 



頑健で高い回復力を持った社会基盤（システム）について

資 料 復興推進員会・検討テーマに係る懇談会

－ 東日本大震災の実体験から －

東北地方整備局長

平成２５年 ５月 ２３日

本日お話したいこと

１．東日本大震災 初動の実際

（社会基盤（システム）の考え方）

２．今後の復興の課題

UC71
タイプライターテキスト

UC71
タイプライターテキスト



１．東日本大震災 初動の実際

災害対策室 （3月11日 夜 19:53）



［備え］ 災害対策のための組織と装備 （東北地方整備局）

・41事務所、97出張所を現場に展開 （全て非常用発電設備を常備）

・非常用発電設備を持ち、燃料の備蓄80万Ｌ

・食糧、水は備蓄3日間、トイレは地下水利用。 汚水タンクは6日分

・防災マイクロ通信システム

・監視カメラ1880基、光ファーバー通信網で受送信

・災害対策機器は110台（衛星通信車、排水ポンプ車 等）

・災害の専門家として、TEC-FORCE、リエゾンを登録

・訓練、研修、協定 （県、市町村、自衛隊、建設業界 等）

地震発生からの流れ

初 動

（人命救助）
復 旧 復 興発 災

・啓開

「くしの歯作戦」

・地域支援

・応急復旧

・本格復旧

・がれき処理

・除染

・復興事業

基幹施設

まちづくり

防災ヘリ

「みちのく号」

緊急発進



防災ヘリコプターを緊急発進

○ 発災３７分後、仙台空港から防災ヘリ「みちのく号」を離陸させた。

○ 備えと訓練。

▲仙台空港（３月１１日 １６：００頃）

▲福島第一原発

▲東北地方整備局の防災ヘリ 「みちのく号」

［啓開］ 道路啓開 （「くしの歯」作戦）

第１ステップ 東北道、国道４号の縦軸ライン確保

第２ステップ 東北道、国道４号からの横軸ラインを確保

3/12： 16本のうち、11ルート啓開
3/15： 15ルート啓開

第３ステップ 3/183/18：： 国道45号、６号の97％啓開 （作戦終了）

発災後 1日発災後 1日 発災後 4日発災後 4日 発災後 7日発災後 7日



落橋防止装置

［啓開］ 災害に備えたインフラ

国道45号釜石高架橋

橋脚補強国道13号福島西道路吾妻高架橋

【正常に機能】

破壊は、正常に作動した証証

○ 耐震補強対策が功を奏し、地震による落橋はなし。致命的な被害は回避

（阪神･淡路大震災での教訓による備え。）

［啓開］ 道路啓開 （「くしの歯」作戦）

津波により災害を受けた岩手県陸前高田市

陸前高田市

津波により災害を受けた国道の啓開完了

○災害協定に基づく、
地域建設業等の協力（全52チーム）

○関係機関との連携

（自衛隊、自治体、警察 等）



［地域支援］ TEC-FORCE隊の展開
（テックフォース・緊急災害対策派遣隊）

○ 3月13日には、全国から200名レベルの隊員が東北地方整備局に到着。

○ 延べ18, 115名の隊員が被災状況調査、災害復旧計画立案等の活動に着手。

▲TEC-FORCE出陣式（3/13） ▲近畿地方整備局TEC-FORCE

［地域支援］ 災害対策機械

○ 21自治体（29箇所）の通信を確保。 （衛星通信車など）

○ 派遣した災害対策機械は、ピーク時（4月14日）192台。 延べ9,194台･日を派遣。

■衛星電話■衛星通信車

■各地から集結した災害対策車



［地域支援］ 広域排水への集中・長期展開

湛水エリア ： 約170ｋ㎡

湛水量 ： 約1億1,200万ｍ3

強制排水量 ： 約5,600万ｍ3

岩
手
県

宮
城
県

福
島
県

陸前高田市

気仙沼市

石巻市

東松島市

七ヶ浜町

仙台市

名取市

岩沼市

亘理町

新地町

相馬市

山田町

多賀城市

山元町

南相馬市

南三陸町

陸前高田市

気仙沼市

石巻市

東松島市

七ヶ浜町

仙台市

名取市

岩沼市

亘理町

新地町

相馬市

山田町

多賀城市

山元町

南相馬市

南三陸町

排水対策実施箇所

▲排水作業の様子
（福島県相馬市）

▲排水作業の様子
（宮城県石巻市）

［地域支援］ 排水ポンプ車の展開

○ 仙台空港では、延べ250台・日の排水ポンプ車を投入し、約635万m3を排水。

○ 全体では161日間、延べ4,000台・日で5,600万m3排水。

○ その後も、多くの行方不明者捜索活動等を支えるため、排水作業は8月26日まで継続。



［地域支援］ リエゾンの派遣と物資調達
（災害対策現地情報連絡員）

○ 3月23日までに、4県、31市町村へ派遣。 ピーク時（3月23日）96名。

○ 自治体のあらゆる要請に対応。 燃料、生活用品、棺桶などを調達。

▲調達物資の引き渡し▲排水計画調整、自衛隊とも連携

（南三陸町）

２．今後の復興の課題



○ 復旧事業は、当初の予定通り順調に進捗。

○ 復興事業は長期に及ぶ。

復旧・復興事業

〔復興事業が長期に及ぶ理由〕

１．移転を伴うまちづくり

２．まちづくりの基本インフラ

移転先

移転先

移転先

移転元

移転元

気
仙
川
→

（参考） 岩手県陸前高田市のまちづくり計画（案）

①三陸縦貫自動車道のルート決定

②海岸堤防新計画高の決定

③まちづくり計画

陸前高田市

災害公営住宅 1,000戸

防災集団移転促進事業 6地区

緊急避難路



復興道路
復興支援道路

東北中央自動車道
（相馬～福島）

45km

東北横断自動車道釜石秋田線
（釜石～花巻）

80km

宮古盛岡横断道路
（宮古～盛岡）

100km

八
戸
・久
慈
自
動
車
道

三
陸
北
縦
貫
道
路

三
陸
縦
貫
自
動
車
道

三
陸
沿
岸
道
路

㎞
359

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目

（参考） 高規格幹線道路の事業パターン（実例）

（億円）

（H15） （H16）（H11） （H12） （H13） （H14）

2億円 2億円

14億円

94億円

54億円

（H17） （H18） （H19）

30億円
36億円

74億円

50億円

供用

用地着手（H13～18）

改良工事着手（H14～19）

橋梁工事着手（H14～17）
トンネル工事着手（H17～18）

舗装着手（H18～19）

予備設計
路線測量

（詳細設計）
地質調査
予備設計
用地調査

日本海沿岸東北自動車道 仁賀保本荘道路（にかほ市両前寺～本荘ＩＣ）

Ｌ＝１１．２ｋｍ

事業費：約３６０億円

にかほ市





［復興］

道路事業予算（改築）残年数見通し

参考：東北の高規格幹線道路等のネットワーク図

Ｈ２５以降残事業費（事業化済分）
＝ ７年

Ｈ２５通常予算＋補正予算＋復興枠

Ｈ２５以降残事業費（事業化済分）
＝ ２５年

Ｈ２５通常予算

Ｈ２５以降残事業費（事業化済分）
＝ ７年

Ｈ２５通常予算＋補正予算＋復興枠

Ｈ２５以降残事業費（事業化済分）
＝ ７年

Ｈ２５通常予算＋補正予算＋復興枠

Ｈ２５以降残事業費（事業化済分）
＝ ２５年

Ｈ２５通常予算

Ｈ２５以降残事業費（事業化済分）
＝ ２５年

Ｈ２５通常予算

総 括

１．社会基盤（システム）の考え方

(1) システムとしての社会基盤

（インフラ、組織、装備、訓練、連携 等）

(2) 備えと応用

（「防災」にもハード＆ソフト、「減災」にもハード＆ソフト

(3) 災害を受ける人にとっては、防災・減災は2段階ではない

２．今後の復興の課題

(1) 復旧は進捗。復興は長丁場。

(2) 長期間風化しない支援のあり方

○ 「防災」と「減災」の２段階の整理は合理的

● 『防災＝ハード、減災＝ソフト』 か？

● 『まずハードで止めて、越えたらソフト』 か？
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歴史と対話した安全な地域づくり 

 

東北大学災害科学国際研究所 今村文彦 

 

１．はじめに 

 今回の東日本大震災は，我が国でも経験のない，複合災害である．まず，失

われたおびただしい「いのち」への追悼と鎮魂こそ、私たち生き残った者にと

って復興の起点であると考える．鎮魂の森やモニュメントを含め、大震災の記

録を永遠に残し広く科学的に分析し、その教訓を次世代に伝承し国内外に発信

する必要がある．さらに，被災地の広域性・多様性を踏まえつつ、地域・コミ

ュニティ主体の復興を基本とする被災した東北の再生のため、潜在力を活かし、

技術革新を伴う復旧・復興を目指したい．しかも，今回のような低頻度大災害

への対応は，地域での安全確保への持続性が重要となっている． 

 

２．歴史との対話 

 発災直後からの迅速で精力的な復旧により，生活インフラや交通を中心とし

た社会基盤が戻り，現在，沿岸域でのまちづくりおよび産業・営みづくりなど

の課題にシフトしつつある．しかし，これらの課題には現在も多くの問題が山

積しており，国内においても震災直後の思いが薄れつつある中，多くの迷いが

生じている．いま，我々は，復興の原点に戻り，歴史と対話（史実と重ね合わ

せながら）ながら，個々の復興事業の意義や位置づけを確認し，１つ１つを実

践することが肝要であると考える． 

  

３．慶長地震津波での復興と安全な地域づくり 

 慶長時代(1611)に東北地方は大震災を経験する．奥州慶長地震津波である．当

時の国難を飛躍の機会に変えるべく，伊達政宗は智恵をめぐらせ，未来につな

がる壮大な夢を描いてみせた．外国航路の開拓である．スペインなどの海外交

流の実現のために帆船を造り，大使に支倉常長を抜擢して，大海の彼方に送り

出した（濱田,2011）．日本国奥州仙台藩が世界に向けた使節の派遣が大きなイ

ンパクトを欧州世界に与えたことは疑いない．常長は異境を旅すること 7 年，

日本人の品位と不屈の魂を失わず，欧州の人々の胸に鮮やかな印象を刻みつけ

た．ただし，その後の鎖国政策により，航路開拓は断念せざるを得なかった． 

 また，伊達政宗は，減災のためのインフラ整備が実施した．復興時に，奥州
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街道や浜街道を沿岸部から離れて場所に嵩上げして整備したとも考えられてい

る（平川,2011）．図−１に示すように，今回の津波でも被害を免れている．さら

に，仙台平野に植生された防潮林は，今回の巨大津波を完全に食い止める事は

出来なかったが，津波を軽減する緩衝帯としての役割はあった．このような対

応は，多重防御としての機能として考えられている（図−２） 

 

４．安政地震津波でのまちづくり 

 安政時代(1854)には広村（現在の和歌山県広川町）を含む西日本を襲った大津

波があった．当時，濱口梧陵は稲むらに火を放ち，この火を目印に村人を誘導

して安全な場所に避難させた．この話は「稲むらの火」として残り，戦前の小

学校副読本にも採用されていた．しかし，津波により村には大きな爪あとが残

っていた．この変わり果てた光景を目にした梧陵は，故郷の復興のために身を

粉にして働き，被災者用の小屋の建設，農機具・漁業道具の配給をはじめ，各

方面において復旧作業にあたった．しかし，村の復興はなかなか進まず，村を

離れる人も少なくなかったと報告されている． 

 そこで，彼は自立的事業（防潮堤）の建設を決意する．津波から村を守るべ

く長さ 650m 余り，高さ約 5m の防潮堤の築造にも取り組み，その後の津波（昭

和(1946)南海地震）による被害を最小限に抑えている．この事業は私財を使って

自らが迅速に行ったこと，工事事業者は村人でありその賃金は復興の経済支援

になったことなど，住民自らが復興事業に携わることにより団結力や達成感を

高めたこと，など学ぶべき事項が多くある． さらに， 

・津波減災機能性：二重の防波堤と松林の整備 

・持続性：はぜの植栽（ろうそく材料として，実は高く売れた：堤防の維持費） 

・精神性（記念事業）： 独自で共同事業を成し遂げた住民の団結力・意識向上・

意識改革（こころの復興），などが指摘できる．梧陵の偉業を称え，毎年（明治

36 年から）11 月 5 日つなみ祭りを実施，住民が参加している． 

 

参考文献： 

濱田直嗣（2011），政宗の夢，常長の現．河北新報出版センター． 

平川新（2011），東北大学による東日本大震災 1 年後報告会， 

http://irides.tohoku.ac.jp/event/houkokukai/index.html#1month 

http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/event/event/houkokukai/20110413_16hi

rakawa.pdf 

http://irides.tohoku.ac.jp/event/houkokukai/index.html#1month
http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/event/event/houkokukai/20110413_16hirakawa.pdf
http://irides.tohoku.ac.jp/media/files/event/event/houkokukai/20110413_16hirakawa.pdf
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図−１ 奥州街道・浜街道では，今回の巨大津波でも被害を免れた（平川，2011） 

 

 

図−２ 東日本大震災での仙台平野沿岸での被害と復興プラン（多重防御の考え） 

 



東日本大震災の復興における
安全の考え方 

安全性は必要条件 

• 必要条件であるが十分条件ではない 
   最優先で確保すべきものであるが、それだ 
  けを追い求めると、間違った結果を引き出す 
  恐れがある 
• 安全は隠し味として考える必要がある 
   利便性や快適性あるいは経済性などとの整 
  合をいかにはかるかがポイント  日常生活や 
  地域社会全体をデザインする中で、安全をビル 
  トインする    

2013/5/22 
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許容リスクの考え方 

• 「減災」の根底には、巨大災害にはゼロリスク
を求めないという考え方がる 

   安全性と利便性や経済性などの整合を考 

  える時に、どこまでのリスクを許容するのか 

  の社会的合意が必要 

   許容リスクは、頻度と強度の関係で捉える 

  だけでなく、自然との共生というフレームでも 

  捉える必要がる 

2013/5/22 

安全の総合デザイン 

• 安全あるいは危険は、様々な要素から規定さ
れており、その多様性や複雑性を十分に理
解して、総合的にデザインされなければなら
ない・・多重よりも多元 

  抑える、反らす、和らげる、逃げる、避ける 

  破壊力を弱める 防御力を高める 

  ハード、ソフト、ヒューマン 

 

2013/5/22 
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避難の考え方 

• 不測に備える対策として、人間に対する対策
として、巨大リスクへの対策として、避難対策
は欠かせない 

• 人命リスクについては限りなくゼロリスクを追
求することが要求されるので、避難では許容
時間内に要避難者全員を安全な場所に移動
させることが、欠かせない 

   許容時間と完了時間・・見切りと渋滞が鍵 

2013/5/22 

安全避難の要件 

• 避難の安全性を確保するためには、ハード、ソフト、
ヒューマンのそれぞれについて要件を見たし、かつ全
体のシステムとして冗長性や信頼性のあるものにしな
ければならない 

   避難経路、避難場所 
      ・・2方向避難の原則 
   避難開始、避難体制、避難方式 
      ・・フールプルーフの原則 
   避難意識、連帯意識 
      ・・自律と連携の原則 
   避難過重、避難能力 

2013/5/22 
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過去の教訓に学ぶ避難 

• 何よりも、東日本大震災の教訓を正しく学ぶ
こと・・失敗体験だけでなく成功体験も 

• 東日本だけでなく、内外の津波被災と津波対
策の経験に学ぶこと 

  唐丹本郷 

  宮古田老 

  ジャワ島アチェ 

   

2013/5/22 
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「社会基盤（システム）」に関する資料（データ編） 

１．震災発生直後の応急対策の状況 

２．防災・減災を支える地域コミュニティの抱える課題 

３．被災地におけるインフラの復旧・復興の状況 

４．国家システムとしての迅速な対応 

５．ネットワーク単位でのBCPと自己修復型機能の強化 
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参考１：震災発生直後の応急対策の状況① 

 東日本大震災では、当初予測した津波の高さを大きく上回る津波が発生。津波警報を改善し、緊急避難を
促すこととした。 

避難・誘導 

【避難の成功事例】 
釜石市小中学生の避難率は100％近く、ほぼ全員
が無事 
 ・岩手県釜石市内の全小中学校（14校）の児童・
生徒（約3,000人）の避難率は100％近くであり、ほ
ぼ、全員が無事であった。 

【避難の失敗事例】 
石巻市の大川小学校の児童の約7割（74人）が死亡 
 
 ・岩手県石巻市の大川小学校の全児童の7割に当たる
74人が死亡・行方不明となった。13人の教職員も9人が
死亡、1人が行方不明となっている。 

 避難誘導によって、明暗が分かれた。 

（出典）気象庁「津波警報改善に向けた取り組み」 

津波に関する更新情報を見聞きしていない理由 

（出典）気象庁「東北地方太平洋沖地震の津波警報及び
津波情報に係る面談調査結果（速報）」 

・津波警報の第1報が過小評価であった。 
・更新情報が十分に伝わらなかった。 
 ⇒地震発生後、3分程度で警報や注意報の発表。 
  不確定要素がある場合は安全サイドに基づき発表。  

2 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況② 

Googleパーソンファインダー 

 初動から「災害用伝言ダイヤル」「災害用伝言板」が多く利用された。 

（出典）グーグルHP「パーソンファインダー関連情報」 

安否状況 

（出典）NHK放送研究所「放送研究と調査（2011年6月号） 
「東日本大震災・安否情報システムの展開とその課題」 

 Googleパーソンファインダーの利用者が60万人を超えた。 

阪神淡路大震災の発生時とは異なり、通信手段の発達によっ
て、災害発生直後から携帯電話やインターネットが安否確認に
活用された。 

2010年のハイチやニューギニア地震での実績を踏まえて日本
で初めて導入された。震災後2時間でサービスを開始し、67万
件以上の登録が行われた。また、行政機関、マスコミ、携帯電
話事業者などとの連携が行われた。 

（出典）NHK放送研究所「放送研究と調査（2011年6月号） 
「東日本大震災・安否情報システムの展開とその課題」 3 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況③ 

  Google等において、他の民間企業や行政と連携し、避難所情報、被災地の衛星・航空写真の提供、道路・ライフ
ラインの利用状況等の情報を、地図上で共有。 

被災状況の把握 

●被災情報の提供事例 

被災直後の航空写真について、官民での調整に多少時間を要したが、官民連携により広く提供することによっ
て、より迅速な対応できると考えられる。 

（出典）グーグルHP「自動車・通行実績情報マップ」 

 ①避難所 
電話がつながりにくい中で、ツイッターが、
被害状況や避難所情報の確認、安否確認
などにも数多く利用された。3/11～4/10の 
1か月間に投稿数は7億件を超えた。 
 

 【2011.5.17 読売新聞】 

②航空写真 
平成23年(2011年)東
北地方太平洋沖地震
による被災地につい
て、被災前後の空中
写真を比較する資料
を作成しました。 

 ④道路利用状況 
  Googleは、被災地周
辺道路の通行実績情報
を「Google自動車・通行
実績情報マップ」として
公開を行った。 

③浸水状況 
国土地理院より、地
震後に撮影した空
中写真及び観測さ
れた衛星画像を使
用して、津波により
浸水した範囲を判
読した結果をとりま
とめたものです「浸
水範囲概況図」が
提供された。 

（出典）国土地理院HP「平成23年(2011年)東北地
方太平洋沖地震・新旧写真比較」 

新旧写真比較 

 Google自動車・通行実績情報マップ 

浸水範囲概況図 

（出典）国土地理院HP 4 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況④ 

 東日本大震災による被災地域は広範囲にわたり、避難者数は全国で約47万人となった。 

（出典）内閣府HP「被災者生活支援チーム  被災者等の状況」 

避難所の開設 

  避難所での対応能力は、被災状況により大きく異なっており、水・食糧、物資の提供等の緊急対応は、
より機動的な対応が求められる。 一部の避難所においては、再編が行われた事例もあった。 

 阪神淡路大震災の避難者数は約31万人、中越地震で約10万人であった。 

（出典）内閣府HP「被災者生活支援チーム  被災者等の状況」 

 【避難所運営上の課題】 

・生活・衛生環境の向上、運営の効率化、施設の再開
を目的とした避難所集約をおこなった 
 （例）仙台市   青葉区  4/1  18ヶ所 → 6ヶ所へ集約 
          宮城野区 4/7,9  16ヶ所 → 6ヶ所へ集約 
                     太白区 4/4    10ヶ所 → 3ヶ所へ集約など 

・物資が届いていながら、全員に同じものが提
供できなければ、混乱が生ずることに配慮し、
支給が滞った事例もあったようである。 
 
  5 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑤ 

 全国展開の大手業者の中心に早期の営業再開。 

（出典）経済産業省 
「災害時における流通業の課題と今後の対応について」 

水・食料の確保、避難所の運営、仮設住宅の設置 

震災１週間後のスーパー等の営業状況（宮城・岩手） 

仮設コンビニ 

（出典）ローソンHP「ローソン広報Smile Blog」 

 大量の緊急支援物資が送られた。 

・全国から大量の支援物資の供給が行われたが、１次
集積所にて大量の物資が滞留してしまった。 
・インフラの回復に伴い、被災者数の変化や被災者の
ニーズが変化した。 
・大手業者のノウハウを、緊急支援物資の供給にも、
活用すべき。 

東日本大震災時の緊急支援物資の供給フロー 

（出典）産業競争力懇談会ＣＯＣN「レジリエントエコノミーの構築」 

移動コンビニ 

（出典）ファミリーマートHP「ニュースリリース」 

・全国展開の大手業者の中心に震災１～２週間で営業
再開できた。 
・仮設コンビニや移動コンビニなどによって営業再開が
行われた。 
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参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑥ 

 避難所には多様なニーズが求められた。 

水・食料の確保、避難所の運営、仮設住宅の設置 

内閣府 
「避難所における良好な生活環境の確保に関する検討会報告書」 

様々な場所に避難所が設置され、行政職員だけでなく、施設
の管理者、町内会やボランティアによる運営が行われた。 
●仙台市における 避難所 
 ①指定避難所：市立の小中学校 
 ②収容避難所：市民センターや福祉施設等 
 ③地域避難場所：比較的大きな公園等 
 ④広域避難場所：市内8カ所の公園 

7 
（出典）東日本大震災津波支援プロジェクトHP 

避難生活は長期となり、プライバシー確保のために間仕切り
システムの開発、設置が行われるなど、ニーズを踏まえたき
め細やかな対応がなされた。 

避難所用間仕切りシステム（大槌高校・坂茂建築事務所） 

 避難所へのきめ細かな対応が必要。 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑦ 

 震災から4カ月で、応急仮設住宅の約５万戸の建設に着工。 

（出典）国土交通省HP「応急仮設住宅関連情報」 

水・食料の確保、避難所の運営、仮設住宅の設置 

（出典）国土交通省HP「応急仮設住宅関連情報」 8 

震災発生からおよそ4カ月で
5万戸の応急仮設住宅の建
設が着工され、約4万戸が

完成した。 

（2012年2月27日現在）

必要戸数 完成戸数

A B

岩手県 13,984 13,984 100%

宮城県 22,095 22,095 100%

福島県 16,810 16,226 97%

茨城県 10 10 100%

千葉県 230 230 100%

栃木県 20 20 100%

長野県 55 55 100%

合　計 53,204 52,620 99%

B／A

応急仮設住宅の完成状況 

被災地域の復興支援・雇
用創出の観点から、地元
業者によって、地元材で
建設された木造応急仮設
住宅もあった。 

（出典）国土交通省HP 
「東日本大震災における応急仮設住宅の建設事例」 

（出典）国土交通省HP 
「東日本大震災における応急仮設住宅の建設事例」 
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 民間賃貸住宅を借り上げ、仮設住宅として運営。建設するより、迅速、かつ、低コストで供給。 
 借上げ戸数も、建設を上回り、震災から7カ月で、約50万戸を供給。 

参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑧ 

水・食料の確保、避難所の運営、仮設住宅の設置 

（出典）独立行政法人建築研究所「被災者に対する住宅供給の現状と課題」 

●借り上げ仮設住宅：民間賃貸住宅を都道府県が借り上げて、応急仮設住宅として取り扱う。原則2年間。 

当初不動産業界団体からの物件リストに対して借り上げを行っていたが、利用者のニーズとの不一致など
で、利用が進まなかったため、被災者自らが探した物件を契約切り替えや借り換えで対応することで、利用
者が増加した。 

被災３県の市町村での応急仮設住宅の供給状況 借り上げ仮設住宅の運用手順 

（出典）独立行政法人建築研究所「被災者に対する住宅供給の現状と課題」 
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 仮設住宅を建設していた同時期に、復興住宅を建設した事例もあった。 

参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑨ 

水・食料の確保、避難所の運営、仮設住宅の設置 

（出典）工学院大学  

「東北に美しい村を復興するための応急仮設住宅に替わる“地場工務店に
よる『村』再生”プロジェクト（K-engine Project）について」 

●石巻市北上町白浜復興住宅の事例 
工学院大学によって、本格的生活再建のため、新た
な恒久住宅を地元の資材と地元工務店に建設する 
「地場工務店による『村』再生”プロジェクト（K-engine 
Project）」が実施されている。 
 ・敷  地：高台の約5,000㎡（工学院大学が借地） 
 ・建  物：住宅11棟（共同住宅1棟、個人住宅10棟） 
       管理運営のNPOに無償貸与 
       建物所有権は大学 
 ・居住者：被災した白浜地区の住民 
 
※共同住宅は孤児や身寄りのない老人などの利用を
想定⇒旧来の互助精神のある共同体の保護・維持   

白浜地区復興住宅全体イメージ 

・土地があれば、公営住宅の直接供給は可能である。 
・仮設住宅の建設に拘泥せず、民間借上げや直接公営住宅を建設することが被災者の生活再建に重要であ
る。 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑩ 

農業・水産業の復旧状況 

（出典）復興庁「復興の現状と取組（H25.4.25）」 

 農地の復旧は約6割、水産加工施設の復旧は約7割となっている。 

生業・雇用の確保 

•「農業・農村の復興マスタープラン（平成23年８月公表、平成24年４月改訂）」に基づき、被災農地の営農再開に
向けて、農地復旧や除塩を実施中。 
•おおむね3年での農地を復旧。 

農業・水産業の復旧状況 

（出典）宮城県「宮城復興プレス（H24.10.1号）」 11 



参考１：震災発生直後の応急対策の状況⑪ 

○震災等緊急雇用対策事業 

（出典）厚生労働省HP 
「雇用創出の基金による事業」 

震災から２年が経過し、雇用は安定しつつあるが、職業のミスマッチといった課題もある。  

生業・雇用の確保 

震災等緊急雇用対策事業や事業復興型雇用創出事業による雇用対策。 

•被災県又は市町村による直
接雇用又は企業、NPO等へ
委託による雇用。 
•雇用期間中に安定的な雇用
につなげるため、知識や技術
を身につけるための研修等を
行うことが可能。 
 

○事業復興型雇用創出事業 

•将来的に被災地の雇用
創出の中核となることが
期待される事業を実施す
る事業所において、被災
者を雇用する場合に、雇
用面からの支援。 
 

（出典）厚生労働省HP 
「雇用創出の基金による事業」 

（出典）復興庁「復興の現状と取組（H25.4.25）」 （出典）復興庁「復興の現状と取組（H25.4.25）」 
12 



参考２：防災・減災を支える地域コミュニティの抱える課題① 

 被災地での人口減少と少子高齢化の進行（ソーシャルキャピタルの低下）。 

東日本大震災被災地における高齢化と人口減少 

（出典）国土交通省「平成22年度国土交通白書」 

被災市町村の人口規模別の産業構造、高齢化率、財政力指数 

（出典）日本大学理工学部畔柳昭雄教授「高齢化社会に対応した漁村社会に 
おける減災方策構築のための調査研究」 

 治安悪化や自主防災機能低下の懸念。 減災体制のメカニズム 

地域での人口減少・高齢化により「共助」が困難にな
り、町内会運営や自主防災組織が出来なくなる。 

（出典）国土交通省「平成22年度国土交通白書」 

（出典）消費者庁「平成19年版国民生活白書」 

地域における共助の基盤 
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参考２：防災・減災を支える地域コミュニティの抱える課題② 

防災における地域の連携。 

（出典）遠野市「地震・津波災害における後方支援拠点施設整備構想（H19年）」 

遠野市の立地環境 

遠野市は 
  ・位置：内陸部と沿岸部を結ぶ結節点 
  ・道路：沿岸の市町村が半径50km圏内 
  ・地質：花崗岩であり安定 

2007年より、 
「地震・津波災害における後方支援
拠点施設整備構想」を策定し、沿岸
9市町村と連携体制を構築、訓練を

実施 

震災発生時、早期に後方支援対策本部を立ち上
げて支援を行う。 

●代替拠点確保の事例 

（出典）国土交通省中部地方整備局「遠野市防災拠点の後方支援活動」 

広域連携体制の事例 

14 



参考２：防災・減災を支える地域コミュニティの抱える課題③ 

外部からの応援 

●公益財団法人 ヤマト福祉財団の事例 
宅急便1個につき10円の寄付や募金を実施。寄付金総額は約142億円
を超え、被災3県において31件の事業に助成を行っている。 

 民間企業の様々な応援が行われた。 

 ＮＰＯや個人ボランティアの活動が行われた。 

●日本財団による支援活動 
・NPOやボランティアへの活動支援金 
・被災者への義援金 

・災害支援センター設置し、被災現場コーディネートや緊急
支援物資の収集と提供など 
・支援企業の物資提供や事業のマッチング 
・自治体やNPOと連携しての支援事業 

（出典）公益財団法人ヤマト福祉財団 
東日本大震災 生活・産業基盤 復興再生募金 第1
次～第5次助成概要」 

ヤマト福祉財団における助成事業 

日本財団における助成事業 

（出典）日本財団 
「ROAD PROJECT 東日本大震災1年間の活動記録」 
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なっている。 



参考２：防災・減災を支える地域コミュニティの抱える課題④ 

BCP（事業継続計画）からDCP（地域継続計画）へ。 

●香川地域継続検討協議会の地域防災への取組 

平成24年5月 香川地域継続検討協議会の発足 
 ・目的：巨大地震に対応するため、香川地域継続計画の策定 
      ＢＣＰ の策定が遅れている機関・組織のＢＣＰ の策定支援 

・構成：国の機関、地方自治体、ライフライン事業者等 

（出典）香川大学危機管理研究センター「東日本大震災を踏まえた香川地域防災への緊急提言」 

大規模災害に対しては、電力の問題等の個々
の組織のBCP（ 事業継続計画）の策定では対
応できない。 
 ⇒市や町全体でのDCP（地域継続計画）の策
定が必要である。 

（出典）産業競争力懇談会ＣＯＣN「レジリエントエコノミーの構築」 

事業継続にあたり障害となった要因 

16 



参考３：被災地におけるインフラの復旧・復興の状況① 

 「命の道」確保に向けて、被災地へのルートの確
保。 

命の道 

（出典）国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所HP 
「東日本大震災と救命・救援ルート確保、復旧への記録「忘れない。」パネル展」 

避難施設 

地震と津波によって、太平洋沿岸部の国道が各所で被
災、道路が寸断された。被災者の孤立から救うため、
「くしの歯作戦」が決行された。 
内陸部を南北に貫く東北道と国道4号から、くしの歯の
ように沿岸部に伸びる何本もの国道の確保が行われ
た。 

（出典）仙台市HP「仙台市洪水災害予測地図 」 

 徒歩による避難が可能な施設を配置。 

今回の津波では、自動車避難による渋滞で、自動車
でしか逃げられなかった方が多かった。 
出来るだけ徒歩で避難出来る施設が必要である。 

（出典）宮城県「津波避難のための施設整備指針」 

ハザードマップ例（仙台市） 津波避難ビル（イメージ） 津波タワー（イメージ） 

（出典）フジワラ産業㈱ＨＰ「富士市」 17 



参考３：被災地におけるインフラの復旧・復興の状況② 

 東日本大震災の教訓：大規模災害にはハードによる対策だけでは限界 

多重防御 

18 

ハードとソフトの両面からの総合的な対策（多重防御）による地域づくり 

ハード施策による対応 ソフト施策による対応 

○ リスクを考慮した津波防御施設 

  
 

海岸堤防により生命財産の防御 

      ・海岸堤防・・L1対応のかさ上げ 

    
  

 
海岸から内陸部へ多重に施設を配置。越流する  
 津波のエネルギーを弱め、津波到達時間の遅延、   
 津波の拡散及び宅地での浸水深の低減。 

      ・海岸堤防・・・・・・・・・・・・・・・粘り強い構造 
      ・海岸防災林、防災緑地・・・・かさ上げ   
      ・道路等（２線堤）・・・・・・・・・・かさ上げ 
      ・防災集団移転・土地区画整理・・宅地のかさ上げ 

 
○ 避難のための施設 

    ・避難路の確保 

        ・避難施設の整備      

○ 円滑かつ迅速な避難 
      ・津波ハザードマップの作成 
       
  ・市町村防災計画の拡充 
 
      ・地域ごとの津波避難計画の策定 
 
      ・津波警報等情報伝達体制の充実・強化 
 
      ・防災意識の啓発、防災教育の推進 
 
      ・実践的な避難訓練の実施 

 
○ 土地利用・建築構造規制 
     ・リスクに応じて可住地・非可住地など土地利用の      
   工夫（ゾーン設定） 
       
      ・災害危険区域の指定(防災集団移転跡地） 
       
      ・津波防災地域づくり法による津波災害特別警戒区 

        域の指定               

数十年から百数十年に一度程度発生する津波(L1）
への対応 

L1を超える津波から最大クラスの津波(L2)への対応 



参考３：被災地におけるインフラの復旧・復興の状況③ 

 多重防御による地域づくり 
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移転 相野釜地区 116戸
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参考３：被災地におけるインフラの復旧・復興の状況④ 

防災集団移転促進事業のイメージ 

（出典）国土交通省「平成23年度国土交通白書」 

 津波対策としての住居の高台移転。 

住居の高台移転・嵩上げ 

高台移転・内陸部移転のイメージ 

まちづくりの進捗状況（1/31時点） 

（出典）復興庁「復興の現状と取組（H25.4.25）」 

●防災集団移転促進事業 
震災により被災した地域において、居住
が適当でないと認められる区域の住民
の集団移転を支援。 
 
●土地区画整理事業 
広範かつ甚大な被害を受けた市街地の
復興に対応するための緊急かつ健全な
市街地の復興を推進。 

（出典）国土交通省「平成23年度国土交通白書」 20 



復旧・復興の加速化を図る上での課題 

 建設資材・作業員不足、材料費・労務費の高騰。 

（出典）建築コスト管理システム研究所「復興2年間の建設資材・工事費単価の推移と今後の動向」 

震災前後の労務費単価の高騰 震災前後の建設資材の推移 

入札不調件数と割合 

（出典）国土交通省「被災地の発注工事における入札不調の状況について」 

復旧・復興を加速するため、建設資材や技術者・作業員の不足、材料費や労務費の高騰、入札不調の多発
などの課題へ適切に対応する必要がある。 

参考３：被災地におけるインフラの復旧・復興の状況⑤ 
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単位：％ 
H23年度
計 

H24.4 H24.5 H24.6 H24.7 H24.8 H24.9 H24.10 H24.11 H24.12 H25.1 
H24年度
計 

岩手県 10 13 8 11 3 7 9 18 32 32 16 15 

宮城県 28 11 28 29 42 38 30 31 52 61 36 38 

福島県 14 12 5 23 25 24 23 30 31 30 - 24 

仙台市 46 37 58 52 45 51 45 42 65 51 46 49 
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単位：件 H23年度計 H24.4 H24.5 H24.6 H24.7 H24.8 H24.9 H24.10 H24.11 H24.12 H25.1 H24年度計 

岩手県 80 2 2 6 2 7 17 20 30 21 6 113 

宮城県 139 2 5 15 29 36 24 28 40 31 20 230 

福島県 214 8 4 24 30 33 39 55 39 35 - 267 

仙台市 174 19 14 26 17 21 14 25 35 28 11 210 

計 607 31 25 71 78 97 94 128 144 115 37 820 (%) (件) 



参考３：被災地におけるインフラの復旧・復興の状況⑥ 

 「事後保全型」から「予防保全型」管理へ。 

長寿命化 

建設後50年以上を経過する施設の割合の例 

社会資本整備重点計画における長寿命化計画の策定率の
目標値 

（出典）国土交通省「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置（H25.3.21）」 

【例】道路橋の長寿命化計画の策定状況（Ｈ24.3） 

 長寿命化計画の策定が求められる。 

橋梁長寿命化修繕計画を策定していない理由（自治体アンケート結果） 

（出典）国土交通省「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置」 

地方公共団体における老朽化対策の取組状況 

（出典）文部科学省「学校施設の老朽化対策についての概要等」 

自治体レベルでの長寿命化計画策定率は、財政力不足や職員不足を利用として低い状況である。 

橋やトンネルなどのインフラ施設は20年後には建設後50年
以上経過する施設が半数近くとなる。 
特に地方公共団体では老朽化対策がすすんでいない。 

（出典）国土交通省「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置」 22 



参考４：国家システムとしての迅速な対応① 

（出典）産業競争力懇談会ＣＯＣN「レジリエントエコノミーの構築」 

アジア太平洋地域の国別リスクマネジメントのランクとスコア 

（出典）WORLD ECONOMIC FORUM 「グローバルリスク報告書2012」 

日本の危機管理能力は67位と、先進国では最低レベルであ
る。 
世界経済フォーラムのでは、経済・環境・地政学・社会・テクノロジーの5つの分野における50のリスクについて
検討が行われている。東日本大震災では地震や津波などの「前例のない地球物理的破壊」だけでなく、「重要
システムの故障」や「グローバル・ガバナンスの破綻」にまで影響を与えている。 
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（出典）WORLD ECONOMIC FORUM 「グローバルリスク報告書2012」 

東日本大震災のリスク特性 
グローバルリスクの展望 

発生の可能性

影

響

前例のない地

球物理的破壊

重要システム

の故障

グローバル・ガ

バナンスの破綻



参考４：国家システムとしての迅速な対応② 

（出典）WORLD ECONOMIC FORUM「第7回グ－バルリスク報告書2012」 

 国としてのレジリエンスを高める必要がある。 

ネットワーク型組織の方が長期にわたる危機に強い 

英国や米国では、守るべき重要インフラを
定め、インフラ・レジリエンス計画が策定さ
れているが、日本ではインフラやライフライ
ンの障害への対策が不十分であった。 

（出典）内閣府「英国・米国における「強靱化(レジリエンス)」に向けた取り組み」 
（出典）内閣府「英国・米国における「強靱化(レジリエンス)」に向けた取り組み」 

英国における重要インフラの選定 

「グローバルリスク報告書2012年版」によれば、階層
型組織（中央集権型リーダーシップ）よりもネットワー
ク型組織（分散型リーダーシップ）の方が長期にわた
る危機には強いとされている。 
大規模な危機発生時には、日本の危機管理体制は
十分に機能しない懸念がある。 

24 



浜松地域のバリューチェーンの構造 
（1049社の取引関係マップ） 

①複雑に発達した取引関係 
 平時におけるネットワークの俯瞰的把握と、 
ネットワーク単位での備えが、サプライチェーンに 
ロバストネスやレジリアンスを高める。 
 

②自己修復機能を高めうる 
 ウエブ支援システム 
HPの大量の情報を自動的に取得して 
取引先候補の自動推薦を行うシステム 
(Smeet)。東日本大震災直後に公開。 

（出典）東京大学イノベーション政策研究センター 
     産業競争力懇談会レジリンエントエコノミー報告書 

（提供）東京大学 「プラチナ社会」総括寄付講座 
     森純一郎特任講師 

参考５：ネットワーク単位でのBCPと自己修復型機能の強化 

25 
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「頑健で高い回復力を持った社会基盤(システム)の導入で先進する社会」についての取組事例

No. 事例名 実施主体 事業内容

1
パーソンファインダー、自動車通行実
績情報マップ等

グーグル
個人が、災害の影響を受けた親類や友人の状況を掲示したり検索することができたり（パー
ソンファインダー）、本田技研工業及びパイオニアの協力を得て、自動車通行実績を掲示可
能にした。

2 東日本ビッグデータワークショップ Twitter Japan、グーグル
携帯電話やカーナビの位置情報といったビッグデータを活用することで、震災時の人々の避
難状況を解析して防災・減災対策に役立てる取組み。

3 後方支援拠点構想 遠野市
沿岸の被災自治体から50kmに位置する内陸の遠野市において、自衛隊や各ボランティア
の後方支援拠点となることを想定し、震災前から訓練を繰り返していた取組み。実際に震災
後には、自衛隊や各ボランティアに活用された。

4 東日本大震災アーカイブ 国立国会図書館 公共民間を問わず様々な震災関連のコンテンツを保存している。

5 復興まちづくり大槌株式会社 復興まちづくり大槌株式会社
津波によって壊滅的打撃を受けた大槌町において、復興事業の官民連携を促進する第三
セクターのまちづくり企画会社。産業復興による地域経済の復活を趣意とする。

6 高台移転合意形成
新地町
NPOみらいと

津波被害を受けた地域の高台移転について、公示価格の８割での土地買取りやワーク
ショップといった動きによって、早期に約8000人の住民の合意形成をとりまとめた。

7 震災支援地域通貨「リアス」 宮古市末広町商店街
義援金を地域通貨として流通させ地域振興に活用地域の消費活動に乗数効果をもたらし、
地産地消を進める宮古市末広町商店街で実施。

8
ココロハコブプロジェクト
（オンデマンドにこにこバス）

トヨタ自動車
釜石市栗林・鵜住居地区の仮設住宅への交通手段を補うため釜石市が運行。復興交付金
事業として平成２６年度まで試験運行される。トヨタはオンデマンドバスの運行のベースとな
る「オンデマンド交通システム」を提供。

9 カーシェアリングプロジェクト 日本カーシェアリング協会
石巻市内で被災者によるカーシェアリングが始まり、現在６０台程度が運用されている。ま
た、仮設住宅「大瓜団地」の集会所の一室を使い、石巻市と共同で「カーシェアリング・コミュ
ニティ・センター」が運営されている。

10 災害移動支援プロジェクトRera NPO法人移動支援Rera
石巻市で、移動手段を持たない住民の方々の送迎ボランティアなど、移動の支援を行なっ
ている。札幌のホップ障害者地域生活支援センターが母体となっており、2013年2月にNPO
法人化。

11 ＢＲＴによる気仙沼線一部区間の復旧 ＪＲ東日本
復旧には自治体の復興計画で路線の変更があるために年単位になることことから、不通区
間のBRTによる仮復旧工事が始まり、2012年8月20日よりバス代行運転扱いとして運行を開
始した。
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12
福島県商工会連合会小高町
おだかe-まちタクシー

福島県商工会連合会

高齢化社会に対応する地域商業の振興を目的に福島県商工会議所連合会が開発した、
「バスより便利でタクシーより安価なデマンド予約管理システム」。小高町で新多目的交通シ
ステムとして展開。一定の地域の全住民を対象に予約に応じた効率的なルートを走行す
る。また送迎サービスに加え訪問安否確認サービスや買物支援サービスなどの様々なデマ
ンド予約についての情報を随時取り出せるシステムが搭載されている。

13
仙台空港の民営化（コンセッションの
検討）

宮城県

国が管理する滑走路や駐車場の運営のほか、第３セクターが経営する「アクセス鉄道」「空
港ビル」「国際貨物ターミナル」の業務を集約し、民間委託。同時に地元自治体と連携して医
療分野の産業集積を図るほか、ホテルや国際会議場、外資系研究機関などを誘致し、空港
周辺を一体的に整備して「復興のシンボル」にする方針。

14 耐災害ICT研究センター 独立行政法人 情報通信研究機構 機構
災害が発生しても“つながる”ネットワーク、“壊れない”ネットワークを目指して、災害に強い
情報通信技術の研究を推進。

15
東日本大震災被災地における、テレ
ワークによる雇用支援

株式会社テレワークマネジメント、株式会社
ワイズスタッフ

・被災された方を遠隔雇用する企業を対象に、テレワーク導入無料コンサルティングを実
施。
・被災された方を対象に、「在宅就労のためのeラーニング」無料講座を開催。

16
「ユビキタス慢性疾患サポートセン
ター」プロジェクト

BTD STUDIO、ＮＴＴ、日立コンサルティング

自宅で利用される血糖値計や血圧計の医療機器の無線技術の普及と標準化の整備を進
め、携帯電話と医療機器を活用した、簡単でいつでもどこでも安心して安全に使える「ユビ
キタス慢性疾患サポートセンター事業」の構築（福島県白河市での実証実験は平成22年3
月31日終了）。

17
震災復興・次世代東北ITコミュニティ
創生プロジェクト

仙台ソフトウェアセンター（NAViS)
（平成23年度　経済産業省「次世代高信頼・
省エネ型IT基盤技術開発・実証事業（東北地
域中小企業利活用基盤整備事業）」）

“持続的かつ自立的な復興”をテーマとし、地域の生産者、消費者を結びつけ、クラウドサー
ビスを活用した新しい価値創造のできる仕組みの形成に関するモデルを実証。
生産サイドは東北地域の生産者や加工業者等の１次～２次産業者、消費サイドは流通・小
売、飲食・宿泊等の３次産業者が参加。クラウド環境の基盤となるデータセンターは災害対
策の観点から、東北と遠隔地のデータセンターとを連携させることにより災害・障害リスクを
分散。

18 自治体クラウド 総務省

近年様々な分野で活用が進んでいるクラウドコンピューティング技術を電子自治体の基盤
構築にも活用して、地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、情
報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るもの。東日本大震災の経験
も踏まえ、堅牢なデータセンターを活用することで行政情報を保全し、災害・事故等発生時
の業務継続を確保。
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19
医療機器産業クラスター形成への提
言

日本政策投資銀行

福島県を中心とする医療機器産業クラスター形成の一層の推進に向けた議論や取り組み
の一助となることを企図。
わが国における医療機器産業の動向や課題を挙げ、福島県における産学官連携によるこ
れまでの取り組みの特色を示し、この分野の地域としての特長を整理。そのうえで今後のク
ラスター形成推進に向け“福島モデル”（産学官連携体制）の一層の強化、国内外への情報
発信の拡充、有望な次世代医療機器分野の特定とその開発に向けた地域発の戦略構築の
効果等について提言。
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